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「信用保証協会への業況報告」も
TKCモニタリング情報サービスにお任せください！
─令和3年6月のレベルアップで、『業況報告書』の作成機能を搭載─
■『業況報告書』ひな形 【業況報告書】

　　　　　　　　　　　　御中

年 月 日

 【訪問回数】

／ 上半期　・　下半期

 【最終訪問日】

 【最終訪問時の状況・気付いたこと】

月 月 月 月

（　　 ）

預金 融資

―

顧 客 名

令和

業 況 報 告 書

顧 客 番 号

フ リ ガ ナ

訪 問 記 録

最 近 ６ ヶ 月 の

月 別 売 上

月

千円 千円 千円

 【売上の傾向】 増加 横這い 減少

月

千円 千円 千円

千円

特 筆 事 項

 【売上の増減要因、焦付発生、その他特筆すべき事項】

課題・今後の見通し等

 【課題、業績及び資金繰りの見通し等】

千円

支 店 コ ー ド

電 話 番 号 ：

千円

（令和　　　年　　　月　　　日現在の残高） ※別添可

金融機関コード

金融機関 名： 担 当 者 ：

取 引 状 況

プロパー 保証協会付

自動転記

自動転記

自動転記

信用保証協会への業況報告が必
要な取引先（ゼロゼロ融資実行先）
には、「月次試算表提供サービス」利
用をお勧めしましょう！

「ＴＫＣモニタリング情報サービス」
で月次試算表を提供している取
引先は『月次決算報告シート』
から月別売上を自動転記します。
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◎決算書等提供サービス

◎【特許第6419378号】取得日：平成30年10月19日

関与先からの依頼に基づいて、法人税の電子申告後に、融資審査・格付けのために金融機関へ決算書や
申告書等のデータを提供するサービスです。

企業、金融機関、会計事務所の各ＰＣがネットワークで接続された会計情報モニタリングシステム

◎月次試算表提供サービス

◎【特許第6375425号】取得日：平成30年7月27日

関与先からの依頼に基づいて、TKC会員による月次巡回監査の終了後に、金融機関へモニタリング用の
月次試算表等のデータを提供するサービスです。

企業、金融機関、会計事務所の各ＰＣがネットワークで接続された会計情報モニタリングシステムの認証
方法

TKCモニタリング情報サービスを利用いただくことにより、
金融機関は税務署に提出された融資先の決算書・申告書を
最も速く収集できます。

TKCモニタリング情報サービスの内容

TKCモニタリング情報サービスは特許を取得しています

TKCモニタリング情報サービス  とは
クラウドサービスです

このサービスは
TKCが提供する

の無償
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25万社超の月次決算データから
地元経済の動向を把握

「TKC月次指標」（月次BAST）

◎業種（99分類）
◎売上規模（9分類）
◎地域
　（都道府県または経済圏）
◎企業分類
　（中小企業基本法の中小企業の定義）
◎業歴
　（5年以下か6年以上）

◎コロナ禍における売上高の
推移
◎緊急融資による残高の増減
　（現預金、借入金）

◎借入金等の影響を除いた
　本業での資金繰り状況
　（経常収支比率）
◎自己資本比率の推移

◎本業で回復しているかを
　確認する限界利益額及び
　限界利益率
◎コロナ禍における人件費や
労働分配率の推移
◎補助金等の影響を除いた
　本業での利益
　（営業利益）

業種・年商区分ごとに業況を確認できます

年度版ＴＫＣ経営指標をご利用の場合でも、別途利用申込が必要です。利用申込方法等の詳細は、
ＴＫＣモニタリング情報サービスご利用金融機関様へ別途ご案内いたします（４月初旬頃予定）。
開発中のため、画面および提供日等は変更する可能性がありますのでご了承ください。

令和3年4月中旬
無償提供
開始

様々な角度から分析できます
「TKC月次指標」（月次BAST）

これで地域企業への
支援策を検討できる！
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TKC全国会創設50周年を迎えるにあたって──

認定支援機関として
「公共の福祉」に貢献し、
税理士の未来を切り拓こう!

令和3年　TKC全国会政策発表会 ■とき：令和3年1月15日㈮　■ところ：TKC全国会飯田橋スタジオ　ほか

大
変
革
期
の
い
ま
、

税
理
士
の
使
命
と
覚
悟
が
試
さ
れ
て
い
る
。

公
共
心
あ
ふ
れ
る
中
小
企
業
支
援
に
全
力
を
!

photo. 小板直樹

令
和
3
年
の
T
K
C
全
国
会
政
策
発
表
会
が
、

集
合
形
式
で
の
開
催
に
代
え
オ
ン
ラ
イ
ン
で
行

わ
れ
た
。
当
日
は
、
T
K
C
全
国
会
飯
田
橋
ス
タ

ジ
オ
と
全
国
3
8
0
カ
所
と
を
接
続
。
T
K
C

全
国
会
理
事
会
メ
ン
バ
ー
4
0
6
名
を
は
じ
め
、

提
携
・
協
定
企
業
や
金
融
機
関
、
マ
ス
メ
デ
ィ

ア
関
係
者
等
か
ら
も
参
加
が
あ
り
、
総
勢
約

5
0
0
名
が
視
聴
し
た
。

政
策
発
表
会
に
先
立
ち
行
わ
れ
た
第
1
3
9

回
全
国
会
理
事
会
で
は
、
坂
本
孝
司
全
国
会
会

長
の
年
頭
挨
拶
に
続
き
、「
巡
回
監
査
士
試
験
」

優
秀
合
格
者
表
彰
、
第
3
ス
テ
ー
ジ
単
年
度
表

彰
（
地
域
会
・
支
部
、
委
員
会
）
が
行
わ
れ
た
。

坂
本
会
長
が
表
彰
状
を
読
み
あ
げ
、
各
授
賞
者

が
画
面
で
紹
介
さ
れ
る
ス
タ
イ
ル
が
と
ら
れ
た
。

続
い
て
正
副
会
長
会
を
代
表
し
て
、
原
田

伸
宏
副
会
長
（
T
K
C
関
東
信
越
会
会
長
）
が

「
T
K
C
全
国
会
第
3
ス
テ
ー
ジ
2
年
目
ま
で

の
成
果
と
最
終
年
に
取
り
組
む
べ
き
こ
と
」
に

つ
い
て
発
表
。
コ
ロ
ナ
下
に
お
い
て
も
、
第
3

ス
テ
ー
ジ
運
動
方
針
で
あ
る
「
T
K
C
方
式
の

書
面
添
付
の
推
進
」「
T
K
C
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

情
報
サ
ー
ビ
ス
（
M
I
S
）
の
推
進
」「
T
K
C

方
式
の
自
計
化
の
推
進
」
へ
継
続
的
に
取
り
組

み
、
か
つ
認
定
支
援
機
関
と
し
て
経
営
助
言
業

務
を
強
化
し
て
い
く
─
─
と
の
方
向
性
が
あ
ら

た
め
て
確
認
さ
れ
た
。

次
い
で
飯
塚
真
規
T
K
C
社
長
に
よ
る
T
K
C

報
告
が
行
わ
れ
た
。飯
塚
社
長
は
冒
頭
、T
I
S
C

で
受
託
し
て
い
る
財
務
処
理
月
数
が
伸
び
て
い

る
こ
と
を
報
告
。「
月
次
決
算
の
数
字
を
も
と

に
、
会
員
先
生
方
が
関
与
先
企
業
様
を
支
援
さ

れ
て
き
た
こ
と
の
証
し
」
と
述
べ
、
①
M
I
S

の
推
進
②
令
和
3
年
の
T
K
C
の
支
援
策
（
経

営
計
画
の
策
定
支
援
や
「
経
営
支
援
情
報
・
資

金
繰
り
対
策
コ
ー
ナ
ー
」
を
は
じ
め
と
し
た
最

新
情
報
の
提
供
・
会
計
事
務
所
の
D
X
対
応
）

③
F
X
ク
ラ
ウ
ド
シ
リ
ー
ズ
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ

─
─
に
つ
い
て
報
告
し
た
。

休
憩
後
、
西
村
剛
総
務
委
員
会
委
員
長
の
進

行
に
よ
り
政
策
発
表
会
が
ス
タ
ー
ト
。「
い
ま

こ
そ
問
わ
れ
る
税
理
士
の
使
命
」
と
の
テ
ー
マ

で
、
坂
本
会
長
が
講
演
し
た
。
坂
本
会
長
は
独

立
性
・
公
正
性
を
堅
持
し
た
税
理
士
の
使
命
と

T
K
C
会
計
人
の
あ
る
べ
き
姿
を
再
確
認
す
る

と
と
も
に
、
第
3
ス
テ
ー
ジ
運
動
方
針
の
徹
底

こ
そ
が
「
社
会
の
納
得
」
を
得
る
方
策
で
あ
る

と
強
調
。「
大
変
革
期
の
い
ま
、
我
々
税
理
士
の

使
命
と
覚
悟
が
試
さ
れ
て
い
ま
す
。
認
定
支
援

機
関
と
し
て
公
共
心
に
あ
ふ
れ
た
中
小
企
業
支

援
に
全
力
を
注
ぎ
、
税
理
士
の
未
来
を
切
り
拓

い
て
い
こ
う
!

」
と
力
強
く
呼
び
か
け
た
。
■

会報『TKC』2021年3月号より
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TKC全国会政策発表会

坂本孝司全国会会長

原田伸宏全国会副会長 飯塚真規TKC社長 西村剛全国会総務委員長



『
行
動
基
準
書
』を
正
し
く
身
に
つ
け
、「
社
会
の
納
得
」を
得
よ
う

　　

本
年
8
月
、
T
K
C
全
国
会
は
創
設
50
周
年
を
迎
え
ま
す
。
コ
ロ
ナ
下

と
い
う
大
変
革
期
の
中
で
50
周
年
を
迎
え
る
こ
と
に
な
る
と
は
予
期
し
て

い
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
激
動
の
時
代
だ
か
ら
こ
そ
、
我
々
税
理
士
の
本
質

と
使
命
が
よ
り
問
わ
れ
て
い
る
と
い
え
ま
し
ょ
う
。

　

ど
う
し
て
も
目
先
の
こ
と
ば
か
り
考
え
が
ち
に
な
り
ま
す
が
、
あ
え
て

数
十
年
先
を
見
据
え
て
、
あ
る
べ
き
税
理
士
像
を
し
っ
か
り
と
見
つ
め
直

し
た
い
。
50
周
年
を
目
前
に
控
え
た
今
、
そ
う
し
た
思
い
を
強
く
し
て
い

ま
す
。
そ
し
て
、
次
世
代
の
税
理
士
が
「
あ
の
と
き
、
諸
先
輩
方
の
努
力

が
あ
っ
た
か
ら
こ
そ
、
関
与
先
に
喜
ば
れ
、
誇
り
高
い
税
理
士
業
務
が
で

き
て
い
る
」
と
実
感
で
き
る
よ
う
な
輝
か
し
い
将
来
の
実
現
を
目
指
し
て

ま
い
り
ま
し
ょ
う
。

　

ま
ず
は
、
我
々
税

理
士
の
あ
る
べ
き
姿

を
確
認
し
て
お
き
ま

す
。
幸
い
に
も
、
す

で
に
T
K
C
会
計
人

に
は
、
目
指
す
べ
き

理
想
像
が
「
T
K
C

会
計
人
の
基
本
理
念

（
25
項
目
）」
に
示
さ

れ
て
い
ま
す
ね
。

会
長
講
演

い
ま
こ
そ
問
わ
れ
る
税
理
士
の
使
命

　

一
つ
ひ
と
つ
紐
解
い
て
い
き
ま
す
と
、
ま
ず
、「
職
業
会
計
人
と
し
て

の
使
命
感
を
自
覚
」
と
は
、
税
理
士
法
第
1
条
に
い
う
独
立
性
・
公
正
性

を
堅
持
す
る
こ
と
と
同
義
で
す
。
ま
た
「
一
切
の
国
家
機
関
」
と
は
、
税

務
署
や
国
税
庁
は
も
ち
ろ
ん
、
金
融
庁
、
中
小
企
業
庁
、
経
済
産
業
省
な

ど
の
中
央
省
庁
、
そ
し
て
国
会
も
含
ま
れ
ま
す
。
つ
ま
り
、「
一
切
の
国

家
機
関
、
金
融
機
関
及
び
関
与
先
等
か
ら
、
絶
対
の
信
頼
と
尊
敬
と
を
受

け
る
」
と
は
、
換
言
す
れ
ば
、「
社
会
の
納
得
」
を
得
る
こ
と
に
ほ
か
な

り
ま
せ
ん
。
そ
し
て
、「
厳
格
な
自
己
規
制
を
自
分
自
身
に
対
し
て
課
し

て
ゆ
く
」
も
の
と
し
て
1
9
7
8
年
に
制
定
さ
れ
た
の
が
、『
T
K
C
会

計
人
の
行
動
基
準
書
』
で
す
。
す
な
わ
ち
「
社
会
の
納
得
」
を
得
る
た
め

に
は
、『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準
書
』
の
徹
底
遵
守
が
必
要
不
可
欠

と
い
う
こ
と
で
す
。

　

中
に
は
、
ル
ー
ル
や
規
則
は
、
自
分
を
縛
り
、
不
自
由
に
さ
せ
る
も
の

だ
と
思
っ
て
い
る
方
が
お
ら
れ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
か
つ
て

ヘ
ー
ゲ
ル
が
『
法
の
哲
学
』
で
指
摘
し
た
よ
う
に
、
己
の
中
に
ル
ー
ル
を

す
べ
て
内
包
し
た
な
ら
ば
、
そ
の
ル
ー
ル
に
拘
束
さ
れ
な
く
な
る
の
で
す
。

つ
ま
り
、
税
理
士
法
に
加
え
て
『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準
書
』
を
す

べ
て
身
に
つ
け
て
自
分
の
も
の
に
で
き
た
な
ら
ば
、
何
に
も
囚
わ
れ
な
い
、

11　

T
K
C
会
計
人
は
、
職
業
会
計
人
と
し
て
の
使
命
感
を
自
覚
し
、

一
切
の
国
家
機
関
、
金
融
機
関
及
び
関
与
先
等
か
ら
、
絶
対
の
信
頼

と
尊
敬
と
を
受
け
る
た
め
、
厳
格
な
自
己
規
制
を
自
分
自
身
に
対
し

て
課
し
て
ゆ
く
、
会
計
人
の
集
団
で
あ
る
。

◎
Ｔ
Ｋ
Ｃ
全
国
会
会
長　

坂
本
孝
司
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TKC 2021・3

真
の
「
自
由
」
を
得
た
職
業
会
計
人
に
な
れ
る
の
で
す
。

　

現
に
、
大
発
展
さ
れ
て
い
る
諸
先
輩
方
は
皆
、『
T
K
C
会
計
人
の
行

動
基
準
書
』
を
事
務
所
経
営
の
柱
に
据
え
て
い
ま
す
。
同
書
を
事
務
所
経

営
の
王
道
、
す
な
わ
ち
「
成
功
の
バ
イ
ブ
ル
」
と
位
置
付
け
る
所
以
が
こ

こ
に
あ
り
ま
す
。
ぜ
ひ
右う

顧こ

左さ

眄べ
ん

せ
ず
、『
T
K
C
会
計
人
の
行
動
基
準

書
』
の
理
解
と
実
践
に
本
年
も
励
ん
で
い
た
だ
き
た
い
と
願
う
次
第
で
す
。

　
ア
メ
リ
カ・ド
イ
ツ
に
倣
い
、今
こ
そ
自
ら
の
襟
を
正
そ
う

　　

そ
も
そ
も
、
な
ぜ
「
厳
格
な
自
己
規
制
」
が
自
由
業
た
る
我
々
職
業
会

計
人
に
必
要
な
の
か
と
い
え
ば
、
洋
の
東
西
を
問
わ
ず
、
職
業
会
計
人
の

自
律
強
化
と
「
社
会
の
納
得
」
と
が
表
裏
一
体
の
関
係
に
あ
る
か
ら
で
す
。

　

例
え
ば
、
ア
メ
リ
カ
で
は
1
0
0
年
以
上
前
か
ら
、
社
会
一
般
、
と
り
わ

け
金
融
機
関
か
ら
の
信
頼
を
得
る
た
め
、
公
認
会
計
士
協
会
（
A
I
C
P
A
）

が
自
ら
の
手
で
厳
格
な
『
行
動
基
準
書
』（Professional Standards

）
を

策
定
し
、
そ
の
徹
底
遵
守
を
会
員
会
計
士
に
求
め
て
い
ま
す
。
そ
の
結
果
、

A
I
C
P
A
の
社
会
的
地
位
が
向
上
し
、
金
融
機
関
か
ら
の
納
得
も
得
ら

れ
、
1
9
6
6
年
に
A
I
C
P
A
と
全
米
金
融
機
関
と
の
相
互
補
完
関
係
が

確
立
し
ま
し
た
（
飯
塚
毅
『
T
K
C
会
報
』
巻
頭
言
、
1
9
7
7
年
8
月
号
）。
現

行
の『
職
業
専
門
家
行
動
規
程
』（Code of Professional Conduct

）に
は「
会

員
は
、
公
共
の
利
益
に
奉
仕
し
、
公
共
の
信
託
に
応
え
、
か
つ
、
プ
ロ
フ

ェ
ッ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
に
対
す
る
付
託
を
自
ら
示
す
方
法
で
、
行
動
す
る
義

務
を
負
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」（

§0. 300. 030

）
と
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
日
本
と
同
様
に
税
理
士
制
度
の
あ
る
ド
イ
ツ
で
は
、
税
理
士
法

第
57
条
第
2
項
「
職
業
上
の
一
般
的
義
務
」
に
お
い
て
、「
税
理
士
は
、

職
業
上
の
業
務
以
外
に
お
い
て
も
、
信
頼
及
び
そ
の
職
業
に
要
求
す
る
尊

敬
に
値
す
る
こ
と
を
示
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
い
う
義
務
条
項
が
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
つ
ま
り
、
税
理
士
は
社
会
か
ら
尊
敬
を
受
け
る
義
務

が
あ
り
、
こ
れ
に
違
反
す
る
と
職
業
裁
判
に
よ
っ
て
処
罰
さ
れ
る
と
い
う

こ
と
で
す
。
こ
の
よ
う
な
断
固
た
る
法
規
範
に
支
え
ら
れ
て
い
る
か
ら
こ

そ
、
ド
イ
ツ
税
理
士
の
社
会
的
権
威
は
高
い
の
で
す
。

　

現
に
、『
T
K
C
会
報
』
2
0
2
0
年
11
月
号
に
寄
稿
さ
れ
た
飯
塚
真
玄

T
K
C
名
誉
会
長
の
論
文
に
よ
れ
ば
、
ド
イ
ツ
で
は
、
日
本
で
い
う
「
持

続
化
給
付
金
」
の
申
請
手
続
き
は
、
す
べ
て
税
理
士
・
会
計
士
等
に
依
頼

し
て
行
う
こ
と
に
な
っ
た
そ
う
で
す
。
し
か
も
、
個
々
の
企
業
の
固
定
費

に
よ
っ
て
受
給
額
が
変
わ
り
、
申
請
し
た
給
付
金
が
多
す
ぎ
た
場
合
に
は

後
日
返
還
義
務
が
あ
る
。
こ
れ
は
つ
ま
り
、
す
べ
て
職
業
会
計
人
が
関
与

し
た
会
計
帳
簿
の
数
値
が
基
準
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
意
味
し
ま
す
。
こ

の
よ
う
な
施
策
が
実
現
で
き
た
背
景
に
、
ド
イ
ツ
税
理
士
に
対
す
る
圧
倒

的
な
社
会
的
信
用
力
の
高
さ
が
あ
る
こ
と
は
、
論
を
待
ち
ま
せ
ん
。

　

日
本
の
税
理
士
も
か
く
あ
る
べ
し
。
ア
メ
リ
カ
・
ド
イ
ツ
の
例
に
倣
っ

て
、
自
ら
の
襟
を
正
し
て
、
よ
り
一
層
の
努
力
を
重
ね
、
税
理
士
の
社
会

的
地
位
の
向
上
を
目
指
し
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
。

　
書
面
添
付
を「
正
し
い
決
算
書・申
告
書
」の
シ
ン
ボ
ル
に
!

　
「
社
会
の
納
得
」
を
得
る
た
め
に
は
、
自
律
強
化
と
と
も
に
、
具
体
的

実
践
が
重
要
に
な
り
ま
す
。
そ
の
具
体
的
実
践
こ
そ
、
①
「
T
K
C
方
式

の
書
面
添
付
」
の
推
進
、
②
T
K
C
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス

（
M
I
S
）
の
推
進
、
③
「
T
K
C
方
式
の
自
計
化
」
の
推
進
─
─
と
い
う
、

第
3
ス
テ
ー
ジ
運
動
方
針
の
徹
底
に
ほ
か
な
り
ま
せ
ん
（
次
頁
ス
ラ
イ
ド
1
）。

「
T
K
C
会
計
人
こ
こ
に
あ
り
」
と
社
会
に
提
示
し
、
税
理
士
の
業
務
が
社
会

に
正
し
く
理
解
さ
れ
る
た
め
の
努
力
を
本
年
も
続
け
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
。

　

と
り
わ
け
、
運
動
方
針
の
1
番
目
に
掲
げ
て
い
る
「
T
K
C
方
式
の
書

面
添
付
」
の
推
進
は
重
要
で
す
。
そ
も
そ
も
「
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
」

と
は
、
赤
字
か
黒
字
か
に
か
か
わ
ら
ず
、
租
税
法
に
従
っ
た
正
し
い
税
務

TKC全国会政策発表会
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申
告
の
徹
底
、
す
な
わ
ち
「
租
税
正
義
の
実
現
」
を
目
指
し
た
取
り
組
み

で
す
。
コ
ロ
ナ
下
で
、
適
正
申
告
お
よ
び
租
税
法
の
遵
守
に
対
す
る
社
会

か
ら
の
関
心
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
そ
れ
は
、
持
続
化
給
付
金
・
家
賃
支

援
給
付
金
等
の
緊
急
経
済
対
策
に
お
い
て
、
確
定
申
告
書
や
法
人
事
業
概

況
説
明
書
等
の
税
務
関
係
書
類
の
提
出
が
必
要
と
さ
れ
た
こ
と
と
関
係
が

あ
る
と
い
え
ま
す
。
こ
れ
は
2
0
2
0
年
に
T
K
C
全
国
政
経
研
究
会
が

行
っ
た
提
言
運
動
の
一
つ
の
成
果
で
す
が
、
税
務
関
係
書
類
に
は
、
①
公

法
（public law

）
で
あ
る
租
税
法
の
罰
則
、
②
業
法
で
あ
る
税
理
士
法
に

よ
る
使
命
条
項
と
懲
戒
処
分
、
③
税
務
署
や
国
税
局
の
調
査
等
─
─
と
い

う
三
つ
の
強
制
力
が
働
き
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
税
理
士
が
資
格
を
か
け

て
作
成
し
た
税
務
関
係
書
類
の
透
明
性
・
信
頼
性
は
相
対
的
に
高
い
と
い

え
、
そ
れ
ゆ
え
に
「
社
会
の
納
得
」
を
得
や
す
い
の
で
す
。

　

先
に
述
べ
た
ド
イ
ツ
税
理
士
の
あ
り
方
を
目
指
し
て
、
税
理
士
・
税
務

関
係
書
類
の
活
用
に
つ
い
て
の
世
論
を
今
後
よ
り
一
層
喚
起
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
が
、
そ
の
際
に
ポ
イ
ン
ト
と
な
る
の
が
書
面
添
付
で
す
。
税
務

関
係
書
類
の
透
明
性
・
信
頼
性
を
直
接
的
に
高
め
る
制
度
は
、
世
界
広
し

と
い
え
ど
も
、
実
は
日
本
の
書
面
添
付
制
度
し
か
存
在
し
ま
せ
ん
。
し
た

が
っ
て
、
日
本
の
税
理
士
だ
け
が
実
践
可
能
な
書
面
添
付
に
積
極
的
に
取

り
組
み
、「
正
し
い
決
算
書
・
申
告
書
」
の
シ
ン
ボ
ル
が
書
面
添
付
で
あ

る
─
─
と
の
認
知
を
社
会
に
広
め
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
。

　
実
績
は
手
段
。金
融
機
関
と
の
連
携
に
向
け
さ
ら
な
る
M
I
S
推
進
を

　
「
T
K
C
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ
ー
ビ
ス
」（
M
I
S
）
の
推
進
も
、
引
き

続
き
重
要
で
す
。コ
ロ
ナ
後
を
見
据
え
て
策
定
さ
れ
た
金
融
庁
公
表
の「
令

和
2
事
務
年
度　

金
融
行
政
方
針
」
に
お
い
て
、「
地
域
の
関
係
者
（
金

融
機
関
、
支
援
協
議
会
、
保
証
協
会
、
税
理
士
等
）
が
連
携
し
て
円
滑
に
事
業

者
支
援
を
進
め
て
い
く
よ
う
、
地
域
の
支
援
態
勢
の
実
効
性
を
確
保
し
て

■スライド1
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い
く
」
と
記
さ
れ
ま
し
た
。
金
融
庁
が
省
庁
の
垣
根
を
乗
り
越
え
て
、
金

融
機
関
と
税
理
士
と
の
連
携
に
言
及
し
て
く
だ
さ
っ
た
こ
と
は
大
変
重
み

が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
を
契
機
と
し
て
、
各
地
で
金
融
機
関
と
の
実
質
的
な

連
携
が
強
化
さ
れ
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
ま
す
が
、
金
融
機
関
と
税
理

士
と
を
つ
な
ぐ
た
め
の
重
要
な
ツ
ー
ル
こ
そ
、
M
I
S
な
の
で
す
。

　

2
0
2
0
年
は
M
I
S
利
用
申
込
件
数
「
24
万
5
0
0
0
件
」
と
い
う

目
標
を
掲
げ
、「
25
万
6
9
1
7
件
」
と
い
う
大
き
な
実
績
を
残
す
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。
全
国
の
会
員
・
職
員
の
皆
さ
ま
は
も
ち
ろ
ん
、
T
K
C

の
S
C
G
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
も
一
丸
と
な
っ
て
推
進
運
動
に
取
り
組
ん

で
く
だ
さ
い
ま
し
た
。
積
極
的
に
推
進
し
て
く
だ
さ
っ
た
皆
さ
ま
に
、
深

い
敬
意
を
表
し
ま
す
。

　

こ
の
実
績
に
慢
心
せ
ず
、
ぜ
ひ
本
年
も
さ
ら
な
る
利
用
申
込
件
数
の
拡

大
に
努
め
ま
し
ょ
う
。
実
績
は
手
段
で
す
。
M
I
S
は
、
地
域
金
融
機
関

と
手
を
取
り
合
っ
て
コ
ロ
ナ
禍
に
苦
し
む
中
小
企
業
を
支
え
合
う
た
め
の

手
段
な
の
で
す
。
皆
さ
ま
の
昨
年
以
上
の
積
極
的
な
取
り
組
み
に
期
待
し

て
い
ま
す
。

　「
T
K
C
方
式
の
自
計
化
」を
推
進
し
、優
良
な
電
子
帳
簿
の
圧
倒
的
拡
大
を

　　

先
に
挙
げ
た
「
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
」
の
推
進
、
そ
し
て
「
M
I
S
」

の
推
進
の
前
提
と
な
る
の
が
、「
T
K
C
方
式
の
自
計
化
」
の
推
進
で
す
。

加
え
て
、
先
行
き
が
不
透
明
な
今
、「
会
計
で
会
社
を
強
く
す
る
」
取
り

組
み
が
最
も
重
要
と
な
り
ま
す
。

　

な
ぜ
な
ら
、
経
営
改
善
の
第
一
歩
は
、
経
営
者
自
身
が
自
分
の
会
社
の

状
態
を
き
ち
ん
と
把
握
す
る
こ
と
だ
か
ら
で
す
。
現
状
を
把
握
し
、
業
績

管
理
を
き
ち
ん
と
で
き
て
い
る
か
ら
こ
そ
、
今
後
の
見
通
し
や
戦
略
が
立

て
ら
れ
る
─
─
。
そ
う
し
た
理
解
が
進
ん
だ
か
ら
で
し
ょ
う
、
去
年
1
年

間
の
F
X
シ
リ
ー
ズ
の
導
入
が
伸
び
ま
し
た
。
こ
れ
は
T
K
C
全
国
会
の

運
動
と
T
K
C
の
方
針
が
一
致
し
て
、
日
本
の
中
小
企
業
を
し
っ
か
り
支

援
し
た
こ
と
の
表
れ
と
い
え
ま
す
。
こ
の
良
い
流
れ
を
、
本
年
も
切
ら
す

こ
と
な
く
続
け
て
い
く
こ
と
が
肝
要
で
す
。

　

ま
た
、「
T
K
C
方
式
の
自
計
化
」
の
推
進
は
、
電
子
帳
簿
保
存
法
（
電

帳
法
）
改
正
と
も
無
縁
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
平
成
10
年
に
成
立
し
た
電
帳

法
は
電
子
帳
簿
の
訂
正
加
除
の
履
歴
を
残
す
、
す
な
わ
ち
ト
レ
ー
サ
ビ
リ

テ
ィ
の
確
保
を
要
件
と
し
て
お
り
、
こ
れ
は
飯
塚
毅
博
士
の
悲
願
で
も
あ

り
ま
し
た
。
し
か
し
、
我
々
の
努
力
が
足
り
な
か
っ
た
の
で
す
ね
。
20
年

経
っ
て
電
帳
法
適
用
企
業
は
あ
ま
り
に
も
少
な
く
、
そ
の
結
果
、
令
和
3

年
度
税
制
改
正
大
綱
に
お
い
て
、
訂
正
加
除
の
履
歴
要
件
を
満
た
さ
な
い

帳
簿
も
電
子
帳
簿
と
し
て
認
め
る
─
─
と
の
改
正
案
が
記
載
さ
れ
た
の
で

す
。
こ
れ
は
誠
に
残
念
な
こ
と
で
す
。

　

一
方
、
T
K
C
全
国
会
の
取
り
組
み
を
理
解
さ
れ
て
い
る
与
党
国
会
議

員
の
皆
さ
ま
の
ご
尽
力
に
よ
り
、
電
子
帳
簿
の
あ
る
べ
き
姿
に
つ
い
て
継

続
審
議
す
る
こ
と
が
「
検
討
事
項
」
と
し
て
記
載
さ
れ
ま
し
た
（
次
頁
ス

ラ
イ
ド
2
）。
T
K
C
の
F
X
シ
リ
ー
ズ
は
電
帳
法
に
完
全
準
拠
し
て
い
ま

す
の
で
、「
T
K
C
方
式
の
自
計
化
」
を
推
進
し
、
優
良
な
電
子
帳
簿
の

圧
倒
的
拡
大
を
目
指
し
ま
し
ょ
う
。
そ
し
て
、
あ
る
べ
き
電
子
帳
簿
の
あ

り
方
を
、
世
の
中
に
し
っ
か
り
と
提
示
し
て
い
こ
う
で
は
あ
り
ま
せ
ん
か
。

　
認
定
支
援
機
関
と
し
て
の
役
割
発
揮
は
第
3
ス
テ
ー
ジ
運
動
方
針
と
合
致

　　

コ
ロ
ナ
下
の
よ
う
な
経
済
環
境
の
変
化
が
著
し
い
時
期
に
あ
っ
て
は
、

認
定
支
援
機
関
と
し
て
の
役
割
発
揮
が
社
会
か
ら
最
も
求
め
ら
れ
て
い
る

─
─
と
私
は
再
三
、
申
し
上
げ
て
き
ま
し
た
。
新
聞
報
道
に
よ
れ
ば
、

2
0
2
0
年
の
G
D
P
（
通
年
）
は
4.8
％
減
と
、
11
年
ぶ
り
の
マ
イ
ナ
ス

成
長
と
な
り
ま
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
認
定
支
援
機
関
と
し
て
経
営
助
言

業
務
を
強
化
し
て
い
く
こ
と
は
、
依
然
と
し
て
重
要
課
題
の
一
つ
で
す
。
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そ
う
し
た
中
、
政
府
が
認
定
支
援
機
関
の
活
用
に
注
目
し
て
い
る
こ
と

は
我
々
に
と
っ
て
大
き
な
追
い
風
で
す
。
例
え
ば
、
令
和
2
年
度
第
3
次

補
正
予
算
で
設
置
さ
れ
た
「
事
業
再
構
築
補
助
金
」
に
つ
い
て
も
、
認
定

支
援
機
関
に
よ
る
事
業
計
画
策
定
が
必
須
要
件
と
な
り
ま
し
た
。
認
定
支

援
機
関
の
ほ
と
ん
ど
は
税
理
士
な
の
で
す
か
ら
、
認
定
支
援
機
関
と
し
て

の
役
割
を
し
っ
か
り
果
た
せ
ば
、
税
理
士
の
存
在
感
を
発
揮
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

　

た
だ
し
、
新
し
い
こ
と
を
始
め
る
必
要
は
な
い
の
で
す
。
と
い
う
の
も
、

あ
ら
た
め
て
認
定
支
援
機
関
の
行
う
役
割
・
内
容
を
確
認
し
て
み
る
と

（
次
頁
ス
ラ
イ
ド
3
）、「
税
務
、
金
融
及
び
企
業
の
財
務
に
関
す
る
専
門
的

な
知
識
や
中
小
企
業
者
に
対
す
る
支
援
」
と
あ
り
ま
す
。「
税
務
」
に
関

す
る
支
援
は
書
面
添
付
、「
金
融
」
の
支
援
は
M
I
S
、
そ
し
て
「
企
業

の
財
務
」
に
関
す
る
支
援
に
つ
い
て
は
、
財
務
経
営
力
を
強
化
す
る
自
計

化
─
─
つ
ま
り
、
第
3
ス
テ
ー
ジ
の
運
動
方
針
と
す
べ
て
合
致
し
て
い
る

こ
と
が
お
分
か
り
い
た
だ
け
る
こ
と
で
し
ょ
う
。
税
務
・
金
融
・
財
務
の

三
つ
の
領
域
す
べ
て
に
関
わ
る
こ
と
が
で
き
る
専
門
家
は
税
理
士
だ
け
で

す
。
税
務
業
務
は
税
理
士
の
独
占
業
務
な
の
で
す
。
す
な
わ
ち
、
第
3
ス

テ
ー
ジ
運
動
方
針
に
税
理
士
と
し
て
専
念
す
る
こ
と
が
、
認
定
支
援
機
関

と
し
て
の
役
割
発
揮
に
直
結
す
る
の
で
す
。
こ
こ
を
し
っ
か
り
と
念
頭
に

置
き
、
第
3
ス
テ
ー
ジ
運
動
方
針
の
着
実
な
実
践
に
努
め
て
く
だ
さ
い
。

　「
公
共
へ
の
貢
献
」は
職
業
会
計
人
が
発
展
す
る
た
め
の
普
遍
的
な
条
件

　　

最
後
に
、
A
I
C
P
A
の
専
務
理
事
・
副
会
長
を
務
め
ら
れ
た
ジ
ョ

ン
・
L
・
ケ
ア
リ
ー
氏
が
1
9
4
6
年
に
書
か
れ
た
著
書
『
会
計
士
の
職

業
倫
理
』
と
、
ア
メ
リ
カ
の
ジ
ャ
ー
ナ
リ
ス
ト
、
マ
イ
ク
・
ブ
ル
ー
ス
タ

ー
氏
の
著
書
『
会
計
破
綻
』（
友
岡
賛
監
訳
、
税
務
経
理
協
会
、
2
0
0
4
年
）

の
記
述
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

■スライド2
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書
か
れ
た
年
代
は
異
な
る
も
の
の
、
い
ず
れ
も
、
公
の
た
め
に
職
業
会

計
人
の
社
会
的
使
命
を
全
う
し
、
そ
の
役
割
を
発
揮
し
、「
社
会
の
納
得
」

を
得
ら
れ
れ
ば
、
職
業
会
計
人
は
発
展
で
き
る
─
─
と
説
か
れ
て
い
ま
す
。

つ
ま
り
、
ど
ん
な
時
代
に
あ
っ
て
も
、
公
へ
の
奉
仕
、
公
共
へ
の
貢
献
は
、

職
業
会
計
人
発
展
の
普
遍
的
な
条
件
と
い
え
ま
す
。
こ
れ
は
ま
さ
に
、

T
K
C
全
国
会
の
基
本
理
念
「
自
利
利
他
」
の
実
践
そ
の
も
の
で
す
ね
。

　

い
ま
、
我
々
税
理
士
は
覚
悟
が
試
さ
れ
て
い
ま
す
。
第
3
ス
テ
ー
ジ
運
動

方
針
を
愚
直
に
実
践
し
て
、
公
共
心
に
あ
ふ
れ
た
中
小
企
業
支
援
に
全
力

を
注
ぎ
、
税
理
士
の
未
来
を
力
強
く
切
り
拓
い
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
!

■

■スライド3

公
共
の
利
益
を
守
る
た
め
に
は
、
職
業
専
門
家
が
必
要
で
あ
る
と
社

会
の
人
々
が
確
信
す
れ
ば
、
そ
の
よ
う
な
公
共
に
貢
献
す
る
職
業
専

門
家
に
は
発
展
の
機
会
が
与
え
ら
れ
る
。
こ
の
真
実
は
、
他
の
職
業

専
門
家
よ
り
も
会
計
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ン
へ
の
適
応
に
お
い
て
一
層

明
確
で
あ
る
。

　
（John L. Carey, Professional ethics of public accounting, 

A
m

erican Institute of A
ccountants, 1946, pp. 1-2

）

成
功
を
収
め
た
の
は
、
同
時
代
の
多
く
の
事
務
所
の
な
か
で
も
抜
き

ん
で
て
公
共
心
に
溢
れ
た
（public m

inded

）
経
営
陣
の
導
く
事

務
所
だ
っ
た
。
戦
争
、
金
融
パ
ニ
ッ
ク
、
大
恐
慌
な
ど
の
危
機
の
時

代
、
公
共
の
福
祉
（public w

elfare

）
に
コ
ミ
ッ
ト
し
た
会
計
事

務
所
は
、
重
大
な
仕
事
を
与
え
ら
れ
る
と
い
う
報
い
を
得
た
。

　
（M

ike B
rew

ster, U
naccountable: H

ow
 the A

ccounting 
Profession Forfeited a Public T

rust, W
iley, 2003, pp. 62-63

）

TKC全国会政策発表会
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緊
急
事
態
宣
言
再
発
令
（
1
月
7
日
決
定
）
に

伴
う
支
援
措
置
の
発
表
に
続
き
、
令
和
2
年
度

第
3
次
補
正
予
算
の
成
立
（
1
月
28
日
）、
さ
ら

に
緊
急
事
態
宣
言
の
延
長
（
2
月
2
日
決
定
）
に

伴
い
支
援
措
置
が
拡
充
さ
れ
る
な
ど
、
中
小
企

業
の
支
援
策
が
矢
継
ぎ
早
に
公
表
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
れ
ら
の
施
策
一
つ
一
つ
を
把
握
す
る
こ

と
は
、
我
々
の
関
与
先
で
あ
る
中
小
企
業
に

と
っ
て
も
、
ま
た
多
く
の
会
計
事
務
所
に
と
っ

て
も
至
難
の
業
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

　

幸
い
な
こ
と
に
、
T
K
C
会
員
事
務
所
に
お

い
て
は
T
K
C
全
国
会
と
株
式
会
社
T
K
C
に

よ
る
組
織
的
な
活
動
に
よ
っ
て
こ
れ
ら
の
情
報

を
収
集
・
分
析
し
、
特
に
重
要
な
施
策
に
つ
い

て
の
情
報
を
取
得
で
き
る
と
と
も
に
、
迅
速
な

シ
ス
テ
ム
対
応
に
よ
る
恩
恵
を
得
ら
れ
る
環
境

が
整
っ
て
い
ま
す
。
関
与
先
に
対
す
る
経
営
支

援
に
活
用
し
、
事
務
所
へ
の
信
頼
を
獲
得
し
ま

し
ょ
う
。
今
月
は
前
月
号
に
引
き
続
き
、
最
新

の
主
な
中
小
企
業
施
策
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

直
近
の
重
要
な
施
策（
2
月
15
日
時
点
）

１
．
緊
急
事
態
宣
言
の
影
響
緩
和
に
係
る
一
時

支
援
金

　

飲
食
店
の
時
短
営
業
や
不
要
不
急
の
外
出
・

移
動
の
自
粛
に
よ
り
影
響
を
受
け
、
売
上
が
減

少
し
た
中
堅
・
中
小
事
業
者
に
対
し
て
、
法
人

は
60
万
円
以
内
、
個
人
事
業
者
等
は
30
万
円
以

内
の
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。
申
請
に
は
、
認
定

経
営
革
新
等
支
援
機
関
及
び
税
理
士
等
が
登
録

す
る
「
事
業
確
認
機
関
」
に
よ
る
事
前
確
認
が

必
要
で
す
。

2
．
中
小
企
業
等
事
業
再
構
築
促
進
事
業

　

自
社
の
強
み
や
経
営
資
源
（
ヒ
ト
、
モ
ノ
等
）

を
活
か
し
、
経
済
産
業
省
が
今
後
示
す
「
事
業

再
構
築
指
針
」
に
沿
っ
た
事
業
計
画
を
認
定
支

援
機
関
等
と
策
定
し
た
中
小
企
業
等
に
対
し
て
、

最
大
1
億
円
を
補
助
す
る
目
玉
施
策
で
す
。

3
．
民
間
金
融
機
関
を
通
じ
た
資
金
繰
り
支
援

　

3
月
で
終
了
予
定
の
実
質
無
利
子
・
無
担
保

融
資
に
代
え
て
、
経
営
改
善
等
と
早
期
の
事
業

再
生
に
向
け
た
取
り
組
み
を
促
す
た
め
、
次
の

信
用
保
証
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

⑴
金
融
機
関
の
継
続
的
な
伴
走
支
援
を
受
け
て

経
営
改
善
等
に
取
り
組
む
場
合
に
保
証
料
の

一
部
を
補
助
す
る
制
度
を
創
設

⑵
事
業
再
生
計
画
の
実
行
に
必
要
な
資
金
を
保

証
付
融
資
で
支
援
す
る
「
経
営
改
善
サ
ポ
ー
ト

保
証
」
の
据
置
期
間
を
5
年
に
延
長
し
た
上

で
、
保
証
料
の
一
部
を
補
助
す
る
制
度
に
拡
充

「
事
業
確
認
機
関
」に
よ
る
事
前
確
認
は

税
理
士
の
新
た
な
証
明
業
務

「
緊
急
事
態
宣
言
の
影
響
緩
和
に
係
る
一
時
支

援
金
」
の
申
請
に
お
い
て
、
税
理
士
を
始
め
と

す
る
認
定
支
援
機
関
等
が
「
事
業
確
認
機
関
」

と
し
て
登
録
し
、
事
業
の
実
在
性
を
確
認
す
る

役
割
を
担
う
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
持
続
化
給

付
金
、
家
賃
支
援
給
付
金
と
比
べ
て
も
、
税
理

士
に
対
す
る
期
待
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

事
業
確
認
の
ス
キ
ー
ム
に
お
い
て
は
、
申
請

予
定
者
に
対
し
て
次
の
事
項
を
事
前
確
認
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
（
2
月
15
日
時
点
）。

①
申
請
者
が
事
業
を
実
施
し
て
い
る
こ
と

②
給
付
対
象
等
を
正
し
く
理
解
し
て
い
る
こ
と

　

そ
の
際
、
申
請
予
定
者
が
「
日
頃
か
ら
事
業

中
小
企
業
支
援
委
員
会
か
ら

T
K
C
全
国
会
中
小
企
業
支
援
委
員
会
委
員
長　

増
山
英
和

認
定
支
援
機
関
の
役
割
の
拡
充
に
会
計
事
務
所
は
ど
う
向
き
合
う
か

関
与
先
に
中
小
企
業
施
策
を
お
知
ら
せ
し
ま
し
ょ
う
!
⑵
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月
号
）」
に
見
ら
れ
る
通
り
、
ド
イ
ツ
で
は
税

理
士
が
社
会
か
ら
圧
倒
的
な
信
用
力
を
獲
得
し

て
い
ま
す
。
税
理
士
の
新
た
な
証
明
業
務
と
し

「
ド
イ
ツ
で
は
『
持
続
化
給
付
金
』
の
申
請
手

続
き
は
、
す
べ
て
税
理
士
・
会
計
士
等
に
依
頼

し
て
行
う
こ
と
に
な
っ
た
（
本
誌
2
0
2
0
年
11

状
況
を
把
握
し
て
い
る
会
員
・
顧
問
先
等
の
事

業
者
」
で
あ
れ
ば
、
①
を
省
略
で
き
る
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

１．緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金の概要
 2021年1月に発令された緊急事態宣言※に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外出・移動
の自粛により、売上が50％以上減少した中小法人・個人事業者等の皆様に、「緊急事態宣言
の影響緩和に係る一時支援金（以下「一時支援金」という。）」を給付いたします。なお、一時
支援金の給付要件等は、引き続き検討・具体化しており、変更になる可能性がございます。

中小法人等 上限60万円
個人事業者等 上限30万円

緊急事態宣言に伴う飲食店時短営業又は外出自粛等の影響を受けた事業者は対象となり得る。
（飲食店時短営業又は外出自粛等の影響を示す証拠書類の保存が必要です。申請時に提出は不要ですが、求められた場合は提出してください。）

2019年比又は2020年比で、2021年の1月、2月又は3月の売上が50％以上減少した事業者

ポイント1

ポイント2

＝ 前年又は前々年の対象期間の合計売上 ー 2021年の対象月の売上×3ヶ月給付額

対象期間 1月～3月
対象月 対象期間から任意に選択した月

給付対象について

注１：「飲食店時短営業又は外出自粛等の影響」とは、緊急事態宣言の再発令に伴い、緊急事態宣言の発令地域（以下「宣言地域」という。）の飲
食店と直接・間接の取引があること、又は、宣言地域における不要不急の外出・移動の自粛による直接的な影響を受けたことを指します。

注２：給付要件を満たす事業者であれば、業種や所在地を問わず給付対象となり得ます。なお、店舗単位ではなく、事業者単位の給付となります。
注３：一方、 宣言地域に所在する事業者であっても、給付要件を満たさなければ給付対象とはなりません。なお、宣言地域には、同緊急事態宣言が一度

発令され、その後解除された地域も含みます。
注４：飲食店の時短営業又は不要不急の外出・移動の自粛以外の理由であれば、売上が50％以上減少していても対象外です。
注５：都道府県から時短営業の要請に伴う協力金を受給している飲食店は、一時支援金と重複受給できません。

1

2019年及び2020年の両方の確定申告書が必要です。申請をご検討の方は適正な確定申告を行ってください。
なお、持続化給付金及び家賃支援給付金は課税対象ですので、受給された方は確定申告が必要になります。

※新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第32条第1項の規定に基づき令和3年1月7日に発出した「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言」

４．一時支援金の事業確認（「事業確認通知(番号)」発行）スキーム
 一時支援金を誤って受給してしまうことを防ぐため、申請予定者が、①事業を実施して
いるのか、や②一時支援金の給付対象等を正しく理解しているか等を事前確認します。

 2月中旬より、申請予定者の①②についてテレビ会議又は対面で事前確認する「事業
確認機関」を募集します（次ページ参照）。
※なお、同機関は、日頃から事業状況を把握している会員・顧問先等の事業者につい
て、①を省略し、②のみを電話で確認することができます。その場合は、事後的に会員
契約・顧問契約等を確認させていただく場合があります。

 申請予定の事業者は、申請前に、事業確認機関で、①②の確認を受けて、事業確認
通知（番号）の発行を受けてください。

2月下旬 事前の事業確認の受付開始

①事業実施 ：2019年及び2020年の確定申告書、
2019年から2021年対象月までの毎月の売上台帳、帳票類及び通帳等
本人確認書類（個人事業者）や登記事項証明書（中小法人）等

②給付対象の理解：宣誓・同意書（2月中旬に所定の様式を公表予定）
※電話での確認を行う場合は、お手元にご準備ください。

書
類

１．緊急事態宣言の影響の確認に必要な書類（下記記載）を準備
２．全国各地に指定する事業確認機関（2月下旬に事業確認機関の一覧を公開予定）の予約
３．同機関にて、事業の実施状況や宣誓・同意状況等の確認を受けて「事業確認通知(番号)」を受理

確
認
手
順

4
※なお、事業確認機関は、日頃から事業状況を把握している会員・顧問先等の事業者について、①を省略し、②のみを電話で確認
することができます。その場合は、事後的に会員契約・顧問契約等を確認させていただく場合があります。

（https://www.meti.go.jp/covid-19/ichiji_shien/pdf/summary.pdf）
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す
。
こ
の
ア
フ
タ
ー
フ
ォ
ロ
ー
は
会
計
事
務
所

以
外
に
は
容
易
で
は
な
い
で
し
ょ
う
。

2
．
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
収
益
性

　

新
分
野
展
開
や
業
態
転
換
、
事
業
・
業
種
転

換
等
の
取
組
、
事
業
再
編
の
具
体
的
な
も
の
と

し
て
、
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
に
業
種
別
の
活
用
イ

メ
ー
ジ
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。
事
業
計
画
を
策

定
す
る
際
に
は
、
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
が

成
り
立
つ
の
か
、
収
益
性
を
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
そ
こ
で
重
要
と
な

る
の
が
「
限
界
利
益
」
で
す
。
変
動
損
益
計
算
書

を
活
用
す
る
こ
と
で
、
経
営
者
は
冷
静
な
判
断

に
よ
る
事
業
計
画
の
策
定
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

3
．
自
社
の
強
み
や
経
営
資
源
を
活
か
し
た
ビ

ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

　

ま
っ
た
く
の
新
規
創
業
と
異
な
り
、
自
社
の

強
み
や
経
営
資
源
を
活
か
し
た
事
業
の
検
討
が

求
め
ら
れ
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
部
門
別
業
績
管

理
を
実
践
し
て
き
た
企
業
が
有
利
と
な
り
ま
す
。

会
計
事
務
所
が
関
与
先
の
定
量
的
な
自
社
分
析

を
支
援
で
き
れ
ば
、
経
営
者
の
戦
略
の
幅
と
事

業
計
画
の
実
効
性
が
格
段
に
広
が
り
ま
す
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
存
続
と
再
発
展
を
目
指
す

中
小
企
業
に
「
中
小
企
業
等
事
業
再
構
築
促
進

事
業
」
を
活
用
す
る
に
は
、
会
計
事
務
所
の
支

援
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
自
信
を
も
っ
て
早
期
に

情
報
提
供
し
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
。　
　
　

■

す
る
サ
ー
ビ
ス
と
乖
離
し
た
高
額
な
成
功
報
酬

を
請
求
す
る
悪
質
な
業
者
に
注
意
す
る
よ
う
案

内
し
て
い
ま
す
。
我
々
は
次
の
3
点
を
理
解
し

て
お
く
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

1
．
事
業
の
成
果
は
「
付
加
価
値
額
」
の
増
加

「
付
加
価
値
額
」
は
、
営
業
利
益
、
人
件
費
、

減
価
償
却
費
を
足
し
た
金
額
を
指
し
ま
す
。
日

頃
か
ら
財
務
状
況
を
正
確
に
管
理
で
き
て
い
な

け
れ
ば
申
請
は
で
き
な
い
上
、
申
請
後
も
、
事

業
計
画
に
沿
っ
て
進
捗
し
て
い
る
か
を
把
握
し

つ
つ
事
務
局
に
報
告
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま

て
適
正
な
申
請
手
続
き
を
支
援
し
、
我
が
国
に

お
い
て
も
「
職
業
会
計
人
の
職
域
防
衛
・
運
命

打
開
」
を
目
指
し
ま
し
ょ
う
!

中
小
企
業
等
事
業
再
構
築
促
進
事
業
に
つ
い
て

　

前
月
号
で
ご
案
内
後
、
他
の
士
業
、
コ
ン
サ
ル

テ
ィ
ン
グ
会
社
、
一
部
の
金
融
機
関
か
ら
関
与

先
へ
の
提
案
活
動
が
活
発
化
し
て
い
る
と
い
う

報
告
が
相
次
い
で
い
ま
す
。
中
小
企
業
庁
も
、

中
小
企
業
の
業
績
向
上
を
目
的
と
せ
ず
、
提
供

中小企業等事業再構築促進事業の活用イメージ

建物費、建物改修費、設備費、システム購入費、外注費（加工、設計等）、
研修費（教育訓練費等）、技術導入費（知的財産権導入に係る経費）、
広告宣伝費・販売促進費（広告作成、媒体掲載、展示会出展等）等
【注】 補助対象企業の従業員の人件費及び従業員の旅費は補助対象外です。

※公募開始は３月となる見込みです。
※jGrants（電子申請システム）での申請受付を予定しています。GビズIDプライムの発
行に２～３週間かかりますので、補助金の申請をお考えの方は事前のID取得をお勧めしま
す。➡ https://www.jgrants-portal.go.jp/
※認定経営革新等支援機関は、中企庁HPに記載の「経営革新等支援機関認定一覧」を
ご覧ください。➡ https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/kikan.htm

詳細はこちら
（経済産業省HP）

喫茶店経営
➡飲食スペースを縮小し、新
たにコーヒー豆や焼き菓子の
テイクアウト販売を実施。

飲食業
居酒屋経営

➡オンライン専用の注文
サービスを新たに開始し、宅
配や持ち帰りの需要に対応。

飲食業
レストラン経営

➡店舗の一部を改修し、新
たにドライブイン形式での食
事のテイクアウト販売を実施。

飲食業

弁当販売
➡新規に高齢者向けの食
事宅配事業を開始。地域の
高齢化へのニーズに対応。

飲食業
衣服販売業

➡衣料品のネット販売やサ
ブスクリプション形式のサー
ビス事業に業態を転換。

小売業
ガソリン販売

➡新規にフィットネスジムの
運営を開始。地域の健康増
進ニーズに対応。

小売業

ヨガ教室
➡室内での密を回避するた
め、新たにオンライン形式で
のヨガ教室の運営を開始。

サービス業
高齢者向けデイサービス
➡一部事業を他社に譲渡。
病院向けの給食、事務等の
受託サービスを新規に開始。

サービス業
半導体製造装置部品製造
➡半導体製造装置の技術
を応用した洋上風力設備の
部品製造を新たに開始。

製造業

タクシー事業
➡新たに一般貨物自動車運
送事業の許可を取得し、食
料等の宅配サービスを開始。

運輸業
航空機部品製造

➡ロボット関連部品・医療機
器部品製造の事業を新規に
立上げ。

製造業
伝統工芸品製造

➡百貨店などでの売上が激
減。ECサイト（オンライン
上）での販売を開始。

製造業

和菓子製造・販売
➡和菓子の製造過程で生成
される成分を活用し、新たに
化粧品の製造・販売を開始。

食品製造業
土木造成・造園

➡自社所有の土地を活用し
てオートキャンプ場を整備し、
観光事業に新規参入。

建設業
画像処理サービス

➡映像編集向けの画像処理
技術を活用し、新たに医療
向けの診断サービスを開始。

情報処理業

補助対象経費の例

（https://www.meti.go.jp/covid-19/kinkyu_shien/pdf/leaflet.pdf）
※2月15日現在、当事業の詳細は未定とされています。

公表され次第、ProFIT EXPRESS、「新型コロナウイルス経営支援情報・資金繰り
対策コーナー」「戦略経営者メニュー」『戦略経営者』等でご案内します。

▪中小企業等事業再構築促進事業リーフレット
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ネットワーク集合知で課題解決 地域金融の
未来

共同通信社編集委員

橋本卓典

　THE STRATEGIC MANAGER 2021.2

キ
ッ
チ
ン
台
、
コ
ン
ロ
、
冷
蔵
庫
な
ど

を
備
え
、
１
０
０
人
が
同
時
に
利
用
で

き
る
。
京
都
信
金
も
内
定
式
後
、
内
定

者
と
榊
田
隆
之
理
事
長
が
カ
レ
ー
づ
く

り
で
親
睦
を
深
め
た
。
調
理
と
食
事
を

共
に
し
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
育
む

の
が
狙
い
だ
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
は
、

未
来
の
不
確
実
性
を
突
き
付
け
た
。
組

織
内
だ
け
の
知
性
で
は
、
想
定
外
の
問

題
に
は
対
応
で
き
な
い
。
組
織
外
に
分

散
す
る
知
性
を
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で
集
め
、

集
合
知
と
し
て
結
集
し
、
経
営
に
反
映

さ
せ
る
の
が
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
戦
略
経
営
だ
。
米
航
空
宇
宙
局（
Ｎ

Ａ
Ｓ
Ａ
）
も
全
世
界
を
「
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ａ
の

研
究
所
」
と
し
て
認
識
を
改
め
、
世
界

中
の
英
知
を
結
集
し
て
、
宇
宙
開
発
の

難
問
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
集
合
知
の
ハ

ブ
機
能
を
担
う
の
が
地
域
金
融
機
関
の

一
つ
の
道
だ
と
す
れ
ば
、
発
話
を
促
し
、

知
性
を
交
流
さ
せ
る
場
づ
く
り
、
集
合

知
と
し
て
昇
華
さ
せ
る
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

が
経
営
の
仕
事
だ
ろ
う
。

都
・
祇
園
祭
の
ハ
イ
ラ
イ
ト
は
、

山や
ま
ほ
こ
じ
ゆ
ん
こ
う

鉾
巡
行
だ
。
中
で
も
京
都
市

役
所
前
の
河
原
町
御
池
交
差
点
で
山
鉾

の
方
向
転
換
を
行
う
「
辻つ

じ

回
し
」
は
見

ど
こ
ろ
の
一
つ
。
道
路
に
青
竹
を
敷
き
、

滑
り
や
す
い
よ
う
に
水
を
ま
く
大
事
な

仕
事
を
担
っ
て
い
る
の
が
京
都
信
用
金

庫
の
職
員
だ
。

　

こ
の
交
差
点
の
一
角
に
昨
年
11
月
、

一
風
変
わ
っ
た
ビ
ル
が
オ
ー
プ
ン
し
た
。

コ
ワ
ー
キ
ン
グ
ス
ペ
ー
ス
や
イ
ベ
ン
ト

ス
ペ
ー
ス
、
カ
フ
ェ
＆
バ
ー
、
そ
し
て

京
都
信
金
河
原
町
支
店
が
入
る
複
合
施

設
「
Ｑ

ク

エ

ス

チ

ョ

ン

Ｕ
Ｅ
Ｓ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ
」
で
あ
る
。

　

運
営
の
理
念
は
「
寄
っ
て
た
か
っ
て
」。

持
ち
込
ま
れ
た
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
を
組

織
、
個
人
が
総
掛
か
り
で
解
決
す
る
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
の
ハ
ブ
機
能
を
目
指
す
。

言
わ
ば
「
課
題
解
決
タ
ワ
ー
」
だ
。

　

京
都
信
金
を
含
む
コ
ア
パ
ー
ト
ナ
ー

４
社
が
運
営
し
、
別
の
パ
ー
ト
ナ
ー
４

社
が
専
門
領
域
を
サ
ポ
ー
ト
、
２
０
０

社
が
課
題
解
決
の
協
力
パ
ー
ト
ナ
ー
を

務
め
る
。
会
員
は
課
題
を
投
げ
込
ん
だ

り
、
起
業
に
際
し
、
同
施
設
を
登
記
上

の
所
在
地
と
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
投

げ
込
ま
れ
た
課
題
は
、
原
則
48
時
間
以

内
の
回
答
を
目
指
す
。

　

１
階
の
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
を
く
ぐ
る
と
、

カ
フ
ェ
＆
バ
ー
「
ａ

ア

ワ

バ

ー

ｗ
ａ
ｂ
ａ
ｒ
」
が
目

に
飛
び
込
ん
で
く
る
。
起
業
家
が
集
う

場
所
と
し
て
知
ら
れ
、
東
京
・
六
本
木
、

福
岡
・
天
神
に
続
く
３
店
舗
目
の
出
店

だ
。
京
都
店
で
は
、
京
都
芸
術
大
学
の

学
生
が
設
立
し
た
会
社
が
運
営
し
て
い

る
。１
階
に
は
、
新
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
を

紹
介
で
き
る
ス
ペ
ー
ス
が
広
が
り
、
奥

に
は
Ａ
Ｔ
Ｍ
と
全
自
動
貸
金
庫
が
あ
る
。

　

２
、
３
階
は
グ
ル
ー
プ
、
個
人
会
員

の
利
用
ス
ペ
ー
ス
だ
。
共
同
作
業
や
一

人
で
集
中
し
て
作
業
す
る
ス
ペ
ー
ス
が

用
意
さ
れ
て
い
る
。
オ
ン
ラ
イ
ン
会
議

専
用
室
、シ
ャ
ワ
ー
ル
ー
ム
も
併
設
す
る
。

　

４
階
は
70
人
の
収
容
が
可
能
な
イ
ベ

ン
ト
ス
ペ
ー
ス
だ
。
８
段
の
大
階
段
に

腰
掛
け
て
、
セ
ミ
ナ
ー
を
聴
講
で
き
る
。

窓
か
ら
は
辻
回
し
を
行
う
交
差
点
の
パ

ノ
ラ
マ
が
眼
下
に
広
が
る
。

　

５
階
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
グ
ロ
ー
カ
ル
人

材
開
発
セ
ン
タ
ー
が
運
営
・
管
理
す
る

学
生
の
た
め
の
ス
ペ
ー
ス
。
登
録
し
た

学
生
が
無
料
で
利
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
企
業
や
行
政
と
つ
な
が
り
を
持
ち
、

地
元
で
の
就
職
や
起
業
へ
の
意
欲
を
高

め
た
り
、
挑
戦
の
き
っ
か
け
を
つ
か
む

場
だ
。

　

６
階
は
空
中
店
舗
と
し
て
移
転
し
た

河
原
町
支
店
が
構
え
、
リ
ラ
ッ
ク
ス
し

て
相
談
で
き
る
ソ
フ
ァ
な
ど

を
配
置
。
７
階
は
、
多
目
的

の
用
途
に
対
応
す
る
１
３
０

人
収
容
可
能
の
大
ホ
ー
ル
だ
。

　

８
階
は
、
調
理
場
と
飲
食

ス
ペ
ー
ス
。
10
メ
ー
ト
ル
の

はしもと・たくのり
1975年東京都生まれ。慶応義
塾大学法学部政治学科卒業。
2006年共同通信社入社。経済
部記者として流通、証券、大手
銀行、金融庁を担当。2年間の
広島支局勤務を経て、2015年
から2度目の金融庁を担当、
2020年から編集委員。著書に
『捨てられる銀行』、『捨てられ
る銀行4 消えた銀行員　地域
金融変革運動体』（講談社現代
新書）など。

京

『戦略経営者』2021年2月号より
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「
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
」を

実
践
し
て「
社
会
の
納
得
」を
得
る

　

コ
ロ
ナ
禍
の
緊
急
経
済
対
策
に
お

い
て
、
持
続
化
給
付
金
や
家
賃
支
援

給
付
金
等
の
申
請
書
類
と
し
て
確
定

申
告
書
と
法
人
事
業
概
況
説
明
書

（
税
務
関
係
書
類
）
等
が
必
要
と
さ
れ

ま
し
た
。
坂
本
孝
司
T
K
C
全
国
会

会
長
は
各
種
政
策
に
税
理
士
・
税
務

関
係
書
類
を
活
用
す
る
こ
と
は
次
の

三
つ
の
強
制
力
が
働
く
こ
と
か
ら
国

民
（
社
会
）
か
ら
の
理
解
・
納
得
が

得
ら
れ
や
す
い
と
説
か
れ
て
い
ま
す
。

①
公
法
で
あ
る
租
税
法
の
罰
則

②
業
法
で
あ
る
税
理
士
法
に
よ
る
懲

戒
処
分
等

③
税
務
当
局
の
調
査
等
に
よ
る
二
次

的
な
強
制
力

　

ま
た
、
坂
本
会
長
は
米
国
公
認
会

計
士
協
会
（
A
I
C
P
A
）
の
専
務
理

事
を
務
め
た
J
・
L
・
ケ
ア
リ
ー
氏

の
書
籍
『T

he CPA
 Plans For 

T
he Future

』
を
引
用
さ
れ
、
職

業
会
計
人
の
勝
ち
残
る
条
件
の
一
つ

と
し
て
、
私
た
ち
が
取
り
組
ん
で
い

る
業
務
が
「
社
会
の
納
得
」
を
得
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
解
説
さ
れ
て

い
ま
す
。
こ
の
、
社
会
か
ら
の
納
得

を
得
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
た
め
の
運

動
が
、
ま
さ
に
T
K
C
全
国
会
第
3

ス
テ
ー
ジ
運
動
方
針
で
あ
り
、
そ
の

一
つ
に
「
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
」

推
進
が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
の
で
す
。

書
面
添
付
実
践
事
務
所
数
と

実
践
件
数
の
さ
ら
な
る
増
大
が
必
要

　

財
務
省
が
公
表
し
た
令
和
元
事
務

年
度
「
国
税
庁
実
績
評
価
書
」
で
は

国
内
の
税
務
代
理
に
よ
る
法
人
税
申

告
件
数
の
う
ち
、
書
面
添
付
割
合
は

9.7
％
で
し
た
。
ま
た
、
令
和
2
年
12

月
末
時
点
の
「
T
K
C
方
式
の
書
面

添
付
（
法
人
税
）」
実
践
件
数
は
4
 9 

2
7
事
務
所
、
13
万
2
0
3
4
件
で

し
た
。
前
年
か
ら
30
事
務
所
、
3
 5 

9
6
件
増
加
し
て
い
ま
す
が
、
企
業

経
営
者
に
書
面
添
付
の
こ
と
を
ど
れ

だ
け
認
識
い
た
だ
い
て
い
る
で
し
ょ

う
か
。
多
く
の
方
々
に
認
識
さ
れ
、

税
理
士
が
実
践
す
る
書
面
添
付
の
価

値
を
理
解
い
た
だ
く
に
は
ま
だ
ま
だ

書
面
添
付
実
践
件
数
を
増
大
さ
せ
る

必
要
が
あ
る
と
考
え
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
書
面
添
付
割
合
が
、

一
般
的
な
市
場
認
知
シ
ェ
ア
と
さ
れ

る
「
10
・
9
％
」
を
達
成
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
数
値
を
基
に
、

T
K
C
全
国
会
で
は
本
年
末
ま
で
の

「
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
（
法
人

税
）」
実
践
件
数
目
標
と
し
て
、
15
万

6
0
0
0
件
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

「
書
面
添
付
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
」で

書
面
添
付
へ
の
理
解
を
促
そ
う
!

　

昨
年
は
書
面
添
付
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

の
全
国
的
な
開
催
を
断
念
し
ま
し
た

が
、
今
年
は
最
新
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を

駆
使
し
て
、
W
e
b
形
式
で
の
開
催

を
企
画
し
て
い
ま
す
。

　

特
に
今
回
は
、
国
税
局
や
金
融
機

関
の
方
々
の
講
演
に
加
え
て
、
経
営

者
の
方
か
ら
、
書
面
添
付
に
よ
っ
て

得
ら
れ
た
効
果
や
税
理
士
へ
の
期
待

に
つ
い
て
講
演
い
た
だ
く
予
定
で
す
。

す
で
に
書
面
添
付
を
実
践
し
て
い
る

会
員
・
職
員
の
皆
さ
ま
だ
け
で
な
く
、

こ
れ
か
ら
取
り
組
も
う
と
し
て
い
る

方
々
も
ぜ
ひ
ご
参
加
く
だ
さ
い
。
も

ち
ろ
ん
金
融
機
関
の
方
々
の
ご
参
加

も
お
待
ち
し
て
お
り
ま
す
。

　

金
融
機
関
に
も
書
面
添
付
に
対
す

る
理
解
が
深
ま
り
、
書
面
添
付
に
よ

っ
て
金
利
が
優
遇
さ
れ
る
融
資
商
品

も
年
々
増
え
て
い
ま
す
。
今
こ
そ

T
K
C
会
員
事
務
所
は
書
面
添
付
を

標
準
業
務
と
し
て
定
着
さ
せ
、
税
理

士
の
輝
か
し
い
未
来
を
共
に
切
り
拓

い
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
!　

　
　

■

「
T
K
C
方
式
の
書
面
添
付
」を
標
準
業
務
と
し
て
定
着
さ
せ
、

税
理
士
の
未
来
を
切
り
拓
こ
う
!

Ｔ
Ｋ
Ｃ
全
国
会
書
面
添
付
推
進
委
員
会
委
員
長　

濱
田
秀
文

会報『TKC』2021年3月号より
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法人税

所得税

令和元事務年度　国税局別書面添付割合

相続税

ＴＫＣ会員事務所の書面添付実践状況の推移

年度 H25年度
（H25.4〜H26.3）

H26年度
（H26.4〜H27.3）

H27年度
（H27.4〜H28.3）

H28年度
（H28.4〜H29.3）

H29年度
（H29.4〜H30.3）

H30年度
（H30.4〜H31.3）

R1年度
（H31.4〜R2.3）

① 申告件数 2,771千件 2,794千件 2,825千件 2,860千件 2,896千件 2,929千件 2,949千件

② ①の内、税理士関与件数 2,435千件 2,461千件 2,497千件 2,536千件 2,573千件 2,609千件 2,613千件

③ ②の内、書面添付件数 198千件 207千件 215千件 224千件 234千件 246千件 254千件

④ 書面添付割合（③/②） 8.1% 8.4% 8.6% 8.8% 9.1% 9.5% 9.7%

⑤ ③の内､意見聴取が
行われた割合 3.1% 2.9% 2.7% 2.7% 2.6% 2.4% 1.6%

⑥ 実地調査省略割合 53.9% 53.5% 54.3% 54.6% 52.7% 51.8% 48.0%

⑦ 書面添付中調査移行割合
⑤×（1−⑥） 1.4% 1.3% 1.2% 1.2% 1.2% 1.2% 0.8%

⑧ ＴＫＣ会員の実践件数 103,888件 107,686件 111,618件 114,427件 118,357件 124,718件 130,047件

⑨ ＴＫＣ会員の割合（⑧/③） 52.5% 52.1% 51.9% 51.0% 50.4% 50.5% 51.2%

相続開始年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年・R1年 R2年

ＴＫＣ会員の実践件数 4,629件 5,168件 5,518件 5,667件 5,554件 1,716件

　TKC会員は、「TKC方式の書面添付」を推進しています。「TKC方式の書面添付」
（法人税・所得税）とは、TKC財務会計システムを利用し、巡回監査を前提として、
「税理士法第33条の2第1項に規定する添付書面」を作成し、TKC決算申告システムと
TKC電子申告システムを利用していること──をいいます。

（TKC全国会事務局が開示請求した国税庁行政文書をもとに作成）

年度 H25年度
（H26.2〜3）

H26年度
（H27.2〜3）

H27年度
（H28.2〜3）

H28年度
（H29.2〜3）

H29年度
（H30.2〜3）

H30年度
（H31.2〜3）

R1年度
（R2.2〜3）

ＴＫＣ会員の実践件数 18,212件 18,586件 19,641件 20,858件 21,777件 22,893件 23,443件

全国 東京 大阪 名古屋 関東信越 広島 仙台 福岡 札幌 熊本 高松 金沢 沖縄

9.7% 7.3% 10.1% 10.1% 11.8% 17.0% 14.4% 7.4% 8.2% 9.5% 7.7% 9.9% 12.1%

（令和2年12月末時点のTKC会員事務所による実践報告をもとに作成）

（TKC全国会事務局が開示請求した国税庁行政文書をもとに作成）

（令和2年12月末時点のTKC会員事務所による実践報告をもとに作成）
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環
境
分
野
に
精
通
す
る
Ｍ
Ｄ
が

一
気
通
貫
で
マ
ッ
チ
ン
グ
を
支
援

─
─
昨
年
、
創
業
25
年
を
迎
え
ら
れ
ま
し

た
。
会
社
の
生
い
立
ち
は
？

安
井　

創
業
前
は
、
あ
る
人
材
派
遣
会
社

の
立
ち
上
げ
に
関
与
し
、
常
務
取
締
役
に

就
い
て
い
ま
し
た
。
そ
の
後
独
立
し
、
同

僚
だ
っ
た
小
川
（
現
グ
レ
イ
ス
専
務
）
と

共
に
グ
レ
イ
ス
を
設
立
。
当
初
は
一
般
的

な
人
材
派
遣
ビ
ジ
ネ
ス
を
展
開
し
て
い
ま

し
た
。
転
機
に
な
っ
た
の
は
、
会
社
設
立

後
に
行
わ
れ
た
労
働
者
派
遣
法
の
改
正
で

す
。
市
場
調
査
・
分
析
等
に
携
わ
る
研
究

職
へ
の
派
遣
業
務
が
解
禁
さ
れ
、
環
境
分

野
の
専
門
人
材
派
遣
、
紹
介
に
特
化
す
る

き
っ
か
け
に
な
り
ま
し
た
。

─
─
環
境
分
野
に
着
目
さ
れ
た
の
は
な
ぜ

で
す
か
。

安
井　

前
職
時
代
、
大
気
や
水
質
、
土
壌

に
つ
い
て
調
査
分
析
で
き
る
人
材
を
紹
介

し
て
ほ
し
い
と
顧
客
か
ら
よ
く
相
談
さ
れ

人
材
ビ
ジ
ネ
ス
業
界
に
お
い
て
、
環
境
分
野
に
特
化
し
た
人
材
派
遣
、
人
材
紹
介
で
異
彩
を
放
つ
グ
レ
イ
ス
。Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
へ
の
関
心
の
高
ま
り

を
背
景
に
、顧
客
は
メ
ー
カ
ー
や
商
社
、シ
ン
ク
タ
ン
ク
な
ど
に
も
広
が
り
、環
境
産
業
に
と
ど
ま
ら
な
い
。安
井
悦
子
社
長
と
小
川
二
美
代
専

務
、そ
し
て
マ
ッ
チ
ン
グ
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
の
渡
邉
功
部
長
と
副
島
正
雄
顧
問
税
理
士
を
交
え
、会
計
の
経
営
へ
の
生
か
し
方
な
ど
を
聞
い
た
。

て
い
ま
し
た
。
研
究
職
の
派
遣
は
当
時
認

め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
も
の
の
、
人
材
を

集
め
る
努
力
を
し
て
み
た
と
こ
ろ
、
結
婚

を
機
に
退
職
し
た
女
性
を
中
心
に
予
想
を

上
回
る
反
響
が
あ
っ
た
ん
で
す
。
そ
こ
で

「
環
境
分
野
は
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
に
な

る
」
と
確
信
し
ま
し
た
。
私
自
身
、
川
崎

市
の
工
業
地
帯
で
生
ま
れ
育
ち
、
公
害
問

題
を
身
近
に
感
じ
て
い
た
こ
と
も
少
な
か

ら
ず
影
響
し
た
と
思
い
ま
す
。

─
─
足
元
の
引
き
合
い
状
況
を
教
え
て
く

だ
さ
い
。

渡
邉　

従
来
は
環
境
規
制
の
適
合
判
断
に

関
す
る
調
査
を
行
う
人
材
の
依
頼
が
中
心

で
し
た
。
し
か
し
現
在
で
は
企
業
の
社
会

的
責
任
が
問
わ
れ
る
な
か
、
持
続
可
能
な

開
発
目
標
で
あ
る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
や
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ

領
域
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
人
材
へ
の
ニ
ー

ズ
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
気
候
変
動

対
策
と
し
て
、
津
波
や
河
川
の
氾
濫
等
の

自
然
災
害
に
よ
る
被
害
の
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
を
元
に
、
政
策
や
町
づ
く
り
の
ア

ド
バ
イ
ス
を
す
る
人
材
と
い
っ
た
求
人
案

件
も
あ
り
ま
す
。
当
社
で
は
環
境
ビ
ジ
ネ

ス
に
精
通
す
る
「
マ
ッ
チ
ン
グ
デ
ィ
レ
ク

タ
ー
」（
Ｍ
Ｄ
）
が
企
業
さ
ま
と
求
職
者

さ
ま
の
橋
渡
し
を
行
っ
て
い
る
の
も
特
徴

で
す
。

小
川　

多
く
の
人
材
派
遣
会
社
で
は
、
企

業
側
と
求
職
者
側
で
異
な
る
ス
タ
ッ
フ
が

対
応
す
る
場
合
が
多
い
よ
う
で
す
が
、
1

左から副島正雄顧問税理士、安井悦子社長、小川二美代専務、渡邉功・人材ソリューション事業部部長

株式会社グレイス
設　立　1995年12月
所在地　東京都千代田区麹町5-4セタニビル
売上高　4億円（2020年3月期）
社員数　17名

顧問税理士
副島正雄　
税理士法人アクア　
東京都新宿区下落合
1-4-18彰文ビル1F

戦
略
財
務
情
報
シ
ス
テ
ム（
Ｆ
Ｘ
２
）ユ
ー
ザ
ー　
グ
レ
イ
ス

迅
速
な
業
績
把
握
と
情
報
開
示
で

会
計
デ
ー
タ
の
信
用
力
向
上
を
実
現

書
面
添
付

『戦略経営者』2021年2月号より
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人
の
Ｍ
Ｄ
が
双
方
を
担
当
す
る
こ
と
で
、

両
者
の
ニ
ー
ズ
と
特
性
を
ふ
ま
え
た
最
適

な
マ
ッ
チ
ン
グ
に
つ
な
げ
て
い
ま
す
。

　

Ｍ
Ｄ
は
当
社
独
自
の
社
内
資
格
で
、
本

社
と
関
西
支
社
に
計
8
名
の
Ｍ
Ｄ
が
在
籍

し
て
お
り
、
お
客
さ
ま
の
要
望
を
的
確
に

把
握
し
て
信
頼
い
た
だ
け
る
よ
う
、
環
境

ビ
ジ
ネ
ス
と
転
職
・
採
用
市
場
に
関
す
る

専
門
性
を
身
に
つ
け
て
い
る
点
が
強
み
と

い
え
ま
す
。
Ｍ
Ｄ
の
役
割
は
営
業
兼
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
と
い
う
と
、
わ
か
り
や
す

い
か
も
知
れ
ま
せ
ん
。

─
─
社
員
の
方
の
働
き
方
は
変
わ
り
ま
し

た
か
。

安
井　

執
務
室
に
あ
る
大
型
モ
ニ
タ
ー
で

在
宅
勤
務
中
の
社
員
と
い
つ
で
も
会
話
で

き
る
よ
う
に
し
ま
し
た
。
外
線
の
着
信
音

や
執
務
室
内
の
会
話
な
ど
も
在
宅
勤
務
中

の
社
員
に
聞
こ
え
る
よ
う
に
し
て
、
で
き

る
だ
け
オ
フ
ィ
ス
に
近
い
雰
囲
気
づ
く
り

に
努
め
て
い
ま
す
。
勤
務
中
の
様
子
が
わ

か
る
方
が
声
を
か
け
や
す
い
と
社
員
か
ら

好
評
で
す
。

　

ま
た
当
社
で
は
、
実
質
週
休
3
日
も
可

能
に
な
る
年
間
40
日
の
特
別
有
給
休
暇
制

度
が
あ
り
、
Ｍ
Ｄ
を
対
象
に
導
入
し
て
い

ま
す
。
セ
ル
フ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
の
向

上
だ
け
で
な
く
、
当
社
へ
の
就
職
希
望
者

数
が
以
前
よ
り
3
倍
に
な
る
な
ど
、
プ
ラ

ス
の
効
果
も
あ
り
ま
し
た
。

決
算
書
の
信
頼
性
を
高
め
た

Ｍ
Ｉ
Ｓ
と
書
面
添
付
の
実
践

─
─
『
Ｆ
Ｘ
2
』
を
長
年
利
用
さ
れ
て
い
る

と
聞
き
ま
し
た
。

安
井　

か
れ
こ
れ
15
年
以
上
利
用
し
て
い

ま
す
。
当
社
で
パ
ソ
コ
ン
を
導
入
し
た
時

期
は
早
く
、
設
立
当
初
か
ら
各
社
員
に
配

備
し
て
い
ま
し
た
。
た
だ
、『
Ｆ
Ｘ
2
』
利

用
前
は
伝
票
を
手
書
き
で
起
票
し
て
い
た

た
め
、
経
理
業
務
が
大
変
だ
っ
た
の
を
覚

え
て
い
ま
す
。

副
島　

い
わ
ゆ
る
3
枚
伝
票
の
時
代
で
す

ね
。『
Ｆ
Ｘ
2
』
の
利
用
を
お
勧
め
し
た
の

は
、
私
が
税
理
士
事
務
所
を
開
業
し
て
ま

も
な
い
2
0
0
4
年
で
す
。
自
計
化
を
最

（上）サステイナビリティ人材の育成事業が評価
され「エコプロアワード環境大臣賞」を昨年受賞
した（中）執務室にあるモニターで在宅勤務中
の社員と会話できる（下）SDGsへの取り組み
をまとめた「グレイスSDGsレポート2020」

初
に
提
案
し
た
の
が
グ
レ
イ
ス
さ
ま
で
し

た
。
経
理
担
当
者
を
置
く
な
ど
経
理
体
制

が
し
っ
か
り
確
立
さ
れ
て
お
り
、
シ
ス
テ

ム
へ
ス
ム
ー
ズ
に
移
行
で
き
ま
し
た
。

─
─
在
宅
勤
務
さ
れ
て
い
る
と
の
こ
と
で

す
が
、
日
ご
ろ
の
仕
訳
入
力
は
ど
の
よ
う

に
？

小
川　

経
理
担
当
者
が
出
社
時
に
入
力
す

る
よ
う
に
し
て
い
ま
す
。
出
社
す
る
頻
度

は
月
に
2
〜
3
回
く
ら
い
。
金
融
機
関
等

か
ら
取
引
明
細
デ
ー
タ
を
受
信
で
き
る

「
銀
行
信
販
デ
ー
タ
受
信
機
能
」
を
最
近

活
用
し
は
じ
め
、
仕
訳
入
力
が
い
っ
そ
う

楽
に
な
っ
た
と
聞
い
て
い
ま
す
。

─
─
業
績
も
出
社
時
に
確
認
さ
れ
て
い
る

の
で
し
ょ
う
か
。

安
井　

自
宅
か
ら
オ
フ
ィ
ス
の
パ
ソ
コ
ン

に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
環
境
に
な
っ
て
い
て
、

〈
変
動
損
益
計
算
書
〉
画
面
を
開
き
、
随
時

確
認
し
て
い
ま
す
。
ふ
だ
ん
主
に
チ
ェ
ッ

ク
し
て
い
る
の
は
、
売
上
高
と
利
益
額
の

大
ま
か
な
推
移
と
前
年
同
月
比
の
実
績
な
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ど
。
例
え
ば
売
り
上
げ
が
伸
び
て
い
る
の

に
予
想
ほ
ど
利
益
が
計
上
さ
れ
て
い
な
い

と
き
、
過
去
に
入
力
し
た
仕
訳
ま
で
さ
か

の
ぼ
る
と
前
払
い
費
用
が
発
生
し
て
い
た

り
、
原
因
を
明
確
に
把
握
で
き
る
と
こ
ろ

が
い
い
で
す
ね
。

　

現
在
の
収
益
構
造
を
分
析
す
る
と
、
人

材
派
遣
よ
り
も
人
材
紹
介
部
門
の
方
が
利

益
を
生
ん
で
い
ま
す
。
人
材
派
遣
業
の
み

を
営
ん
で
い
た
こ
ろ
は
、
取
引
先
さ
ま
か

ら
入
金
が
あ
る
前
に
、
派
遣
ス
タ
ッ
フ
へ

給
与
を
支
払
う
必
要
が
あ
っ
た
た
め
資
金

繰
り
が
大
変
で
し
た
。
そ
の
た
め
、
副
島

先
生
か
ら
紹
介
さ
れ
た
「
Ｔ
Ｋ
Ｃ
戦
略
経

営
者
ロ
ー
ン
」
を
活
用
し
、
運
転
資
金
を

調
達
し
た
り
し
て
い
ま
し
た
。
金
融
機
関

に
対
す
る
業
績
開
示
は
コ
ン
ス
タ
ン
ト
に

続
け
て
い
ま
す
。

─
─
ど
ん
な
方
法
で
開
示
さ
れ
て
い
る
の

で
し
ょ
う
。

小
川　
「
Ｔ
Ｋ
Ｃ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
情
報
サ

ー
ビ
ス
」（
Ｍ
Ｉ
Ｓ
）
を
活
用
し
て
、
5

行
の
金
融
機
関
に
決
算
デ
ー
タ
を
送
信
し

て
い
ま
す
。
以
前
の
よ
う
に
コ
ピ
ー
し
た

決
算
書
を
携
え
、
金
融
機
関
の
支
店
を
訪

問
す
る
必
要
が
な
く
な
り
ま
し
た
。
金
融

機
関
か
ら
評
価
さ
れ
て
い
る
と
感
じ
る
の

は
、
電
子
申
告
時
と
同
じ
真
正
な
デ
ー
タ

を
タ
イ
ム
リ
ー
に
送
信
で
き
る
点
で
す
。

時
節
柄
、
対
面
で
面
談
す
る
必
要
が
な
く

な
る
の
も
、
感
染
予
防
の
観
点
か
ら
安
心

感
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
金
融
機
関
に
融
資
を
申
し
込
む

際
、
Ｔ
Ｋ
Ｃ
シ
ス
テ
ム
と
Ｍ
Ｉ
Ｓ
を
活
用

し
て
い
る
点
が
評
価
さ
れ
、
低
金
利
で
借

り
入
れ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
こ
れ
も
経

営
全
般
を
サ
ポ
ー
ト
い
た
だ
い
て
い
る
副

島
先
生
の
お
か
げ
で
す
。

副
島　

Ｍ
Ｉ
Ｓ
が
提
供
さ
れ
た
と
き
、
提

案
先
と
し
て
真
っ
先
に
頭
に
思
い
浮
か
ん

だ
の
が
グ
レ
イ
ス
さ
ま
で
し
た
。
自
計
化

に
加
え
て
書
面
添
付※

も
長
年
実
践
さ
れ
、

決
算
書
の
信
頼
性
を
さ
ら
に
高
め
ら
れ
て

い
ま
す
。

─
─
書
面
添
付
の
メ
リ
ッ
ト
は
感
じ
ら
れ

て
い
ま
す
か
。

安
井　

設
立
当
初
、
税
務
調
査
が
頻
繁
に

あ
り
、
対
応
に
追
わ
れ
た
時
期
が
あ
り
ま

し
た
。
た
だ
近
年
、
税
務
調
査
は
久
し
く

受
け
て
い
ま
せ
ん
。
副
島
先
生
に
税
務
署

か
ら
事
前
に
連
絡
が
入
り
、
意
見
聴
取
の

結
果
、
税
務
調
査
が
省
略
さ
れ
た
ケ
ー
ス

も
あ
っ
た
と
聞
い
て
い
ま
す
。

─
─
現
在
の
月
次
巡
回
監
査
の
ス
タ
イ
ル

は
？

小
川　

税
理
士
法
人
ア
ク
ア
の
監
査
担
当

の
方
が
毎
月
来
社
さ
れ
、
仕
訳
の
チ
ェ
ッ

ク
を
受
け
た
後
、
直
近
の
業
績
に
つ
い
て

報
告
を
受
け
て
い
ま
す
。
そ
し
て
決
算
申

告
時
に
は
、
副
島
先
生
と
綿
密
に
打
ち
合

わ
せ
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

今
後
取
り
組
む
べ
き
課
題
と
し
て
考
え

て
い
る
の
は
、
人
材
派
遣
の
業
務
シ
ス
テ

ム
と
会
計
シ
ス
テ
ム
と
の
連
携
で
す
。
業

務
シ
ス
テ
ム
か
ら
売
り
上
げ
デ
ー
タ
を
自

動
的
に
連
携
で
き
れ
ば
、
業
務
効
率
を
い

っ
そ
う
向
上
で
き
る
の
で
は
と
期
待
し
て

い
ま
す
。

─
─
抱
負
を
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

安
井　

人
材
派
遣
業
務
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
、

専
門
人
材
の
紹
介
や
新
卒
学
生
の
採
用
支

援
ま
で
、
人
材
サ
ー
ビ
ス
を
こ
れ
ま
で
多

角
的
に
展
開
し
て
き
ま
し
た
。
労
働
人
口

の
減
少
や
雇
用
形
態
の
変
化
が
見
込
ま
れ

る
な
か
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
業

務
効
率
化
や
外
国
人
材
の
登
用
な
ど
、
人

材
ビ
ジ
ネ
ス
を
取
り
巻
く
環
境
は
激
変
し

て
い
ま
す
。

　

一
方
、
コ
ロ
ナ
禍
に
あ
っ
て
も
大
半
の

業
務
を
オ
ン
ラ
イ
ン
に
切
り
替
え
、
滞
り

な
く
実
施
で
き
た
の
は
大
き
な
収
穫
で
し

た
。
今
後
も
特
別
有
給
休
暇
制
度
を
は
じ

め
多
様
な
働
き
方
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
、
得

ら
れ
た
知
見
を
お
客
さ
ま
に
提
供
し
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

理系・環境系学生の就職支援サイト「エコリク新卒エージェント」

※「書面添付制度」とは

　税理士が申告書作成にあたり次のような項

目について、添付書面に記載します。

①関与先にどのような資料、帳簿類が備え付

　けてあり、どの帳簿類を基に計算し、整理

　し、申告書を作成したか。

②今期大きく増減した科目の原因及び理由。

③関与先からどのような税務に関する相談を

　受け、回答したか。

④税理士として関与先の申告書内容につい

　て、どのような所見を持っているのか。

　書面添付をすると、調査対象となる前に、

税理士に記載内容についての意見を求められ

ることがあります。これを「意見聴取」と言

います。この意見聴取で疑問点が全て解決

できれば、調査省略となります。また、調査

に移行したとしても、既に調査を行うテーマ

が分かっており短時間で終了するのが殆どで

あり、税理士・関与先ともに負担が軽減され

ます。

日本税理士会連合会「書面添付制度をご存じですか？」より引用
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ＴＫＣモニタリング情報サービス
の関連動画はこちらから

https://www.tkc.jp/fx/bank/movie/

金融機関と会計事務所が
どのように連携しているのか？

TKC会員事務所との連携が進んでいる
金融機関にインタビュー
5つの金融機関へインタビューを実施し、各地域の具体
的な連携事例や会計事務所への期待の声などを語っ
ていただきました。ぜひご覧ください。
下記QRコードから視聴できます！

NEW! 金融機関インタビュー
金融機関と会計事務所が

どのように連携しているのか？

中京銀行 様（愛知県）

（再生時間：
約14分） 多摩信用金庫 様（東京都）

（再生時間：
約14 分）

島田掛川信用金庫 様（静岡県）

（再生時間：
約33分）

おかやま信用金庫 様（岡山県）

（再生時間：
約10分）

東邦銀行 様（福島県）

（再生時間：
約15分）

インタビュー動画を配信中!
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「ＴＫＣモニタリング情報サービス」
金融機関別 利用申込件数一覧

令和3年2月26日現在

金融機関名 本店
所在地 サービス開始日

利用申込件数

金融機関名 本店
所在地 サービス開始日

利用申込件数

決算書等
提供
サービス

月次試算表
提供

サービス

決算書等
提供

サービス

月次試算表
提供

サービス

【政府系金融機関】 【信用金庫】(上位30庫）
1 日本政策金融公庫（国民生活事業） 東 京 都 平成30年10月 40,607 - 1 浜松磐田信用金庫 静 岡 県 平成29年 1月 1,993 494
2 商工組合中央金庫 東 京 都 平成29年 7月 5,813 1,206 2 多摩信用金庫 東 京 都 平成29年 8月 1,613 214

【都市銀行】 3 京都信用金庫 京 都 府 平成28年11月 1,499 277
1 三菱UFJ銀行 東 京 都 平成29年 2月 4,348 754 4 埼玉縣信用金庫 埼 玉 県 平成30年12月 1,437 181
2 三井住友銀行 東 京 都 平成29年10月 3,898 436 5 しずおか焼津信用金庫 静 岡 県 平成29年 6月 1,197 435
3 みずほ銀行 東 京 都 令和元年 9月 2,366 286 6 京都中央信用金庫 京 都 府 平成29年 1月 1,073 141
4 りそな銀行 大 阪 府 平成29年10月 2,324 259 7 西武信用金庫 東 京 都 平成28年12月 1,072 163
5 埼玉りそな銀行 埼 玉 県 平成29年10月 1,763 270 8 大阪シティ信用金庫 大 阪 府 平成30年 5月 1,038 70

【地方銀行・第二地方銀行】（上位50行） 9 広島信用金庫 広 島 県 平成30年 6月 1,023 65
1 静岡銀行 静 岡 県 平成29年 3月 3,624 881 10 岐阜信用金庫 岐 阜 県 平成28年10月 1,009 100
2 北洋銀行 北 海 道 平成29年 1月 2,803 209 11 城北信用金庫 東 京 都 平成30年 5月 994 136
3 八十二銀行 長 野 県 平成30年 5月 2,754 399 12 巣鴨信用金庫 東 京 都 平成29年 5月 968 148
4 中国銀行 岡 山 県 平成28年12月 2,633 312 13 島田掛川信用金庫 静 岡 県 平成30年11月 946 327
5 足利銀行 栃 木 県 平成28年10月 2,575 347 14 北海道信用金庫 北 海 道 平成29年 3月 934 57
6 群馬銀行 群 馬 県 平成29年 1月 2,366 291 15 横浜信用金庫 神奈川県 平成29年12月 879 47
7 北陸銀行 富 山 県 平成29年 4月 2,212 195 16 東京東信用金庫 東 京 都 平成29年 1月 847 93
8 千葉銀行 千 葉 県 平成29年 2月 2,194 354 17 朝日信用金庫 東 京 都 平成28年10月 841 80
9 広島銀行 広 島 県 平成28年11月 2,186 269 18 飯能信用金庫 埼 玉 県 平成29年 6月 832 120
10 常陽銀行 茨 城 県 平成28年10月 2,082 328 19 おかやま信用金庫 岡 山 県 平成29年 9月 802 124
11 栃木銀行 栃 木 県 平成28年10月 1,903 262 20 川崎信用金庫 神奈川県 平成29年11月 765 40
12 西日本シティ銀行 福 岡 県 平成29年 5月 1,872 194 21 帯広信用金庫 北 海 道 平成29年 1月 753 52
13 京都銀行 京 都 府 平成30年 7月 1,871 221 22 岡崎信用金庫 愛 知 県 平成28年10月 730 123
14 第四北越銀行 新 潟 県 平成29年 7月 1,849 299 23 尼崎信用金庫 兵 庫 県 令和 2年 2月 720 67
15 鹿児島銀行 鹿児島県 平成29年 7月 1,684 204 24 城南信用金庫 東 京 都 平成30年 2月 670 55
16 福岡銀行 福 岡 県 平成29年 3月 1,629 213 25 碧海信用金庫 愛 知 県 平成30年 7月 659 110
17 武蔵野銀行 埼 玉 県 平成30年 8月 1,598 227 26 鹿児島相互信用金庫 鹿児島県 平成30年 9月 654 95
18 北國銀行 石 川 県 平成28年11月 1,581 216 27 青梅信用金庫 東 京 都 平成28年12月 643 65
19 山陰合同銀行 島 根 県 平成28年11月 1,539 226 28 三島信用金庫 静 岡 県 平成29年 3月 618 136
20 伊予銀行 愛 媛 県 平成28年11月 1,505 168 29 北おおさか信用金庫 大 阪 府 平成31年 1月 618 71
21 横浜銀行 神奈川県 平成28年12月 1,503 120 30 瀬戸信用金庫 愛 知 県 平成29年 2月 605 68
22 名古屋銀行 愛 知 県 平成31年 2月 1,498 179 上記以外の信用金庫 計 37,459 5,782
23 十六銀行 岐 阜 県 平成28年12月 1,447 199
24 きらぼし銀行 東 京 都 平成29年 7月 1,376 133 【信用組合】(上位5組合）
25 七十七銀行 宮 城 県 令和元年 6月 1,376 306 1 長野県信用組合 長 野 県 平成28年10月 703 226
26 東邦銀行 福 島 県 平成29年 1月 1,364 151 2 茨城県信用組合 茨 城 県 平成29年12月 588 60
27 京葉銀行 千 葉 県 平成29年 8月 1,312 193 3 広島市信用組合 広 島 県 平成30年 2月 311 24
28 北海道銀行 北 海 道 平成29年 4月 1,278 94 4 兵庫県信用組合 兵 庫 県 平成30年12月 297 45
29 百五銀行 三 重 県 平成28年10月 1,263 181 5 新潟縣信用組合 新 潟 県 平成30年11月 274 44
30 関西みらい銀行 大 阪 府 平成29年10月 1,215 108 上記以外の信用組合 計 5,278 869
31 滋賀銀行 滋 賀 県 平成29年 1月 1,198 169
32 トマト銀行 岡 山 県 平成28年12月 1,187 147 【信用保証協会】(上位5協会）
33 大垣共立銀行 岐 阜 県 平成28年10月 1,139 140 1 北海道信用保証協会 北 海 道 令和元年 6月 2,779 100
34 山口銀行 山 口 県 平成28年11月 1,105 168 2 愛知県信用保証協会 愛 知 県 平成29年 5月 2,086 288
35 沖縄銀行 沖 縄 県 平成28年11月 1,091 75 3 静岡県信用保証協会 静 岡 県 平成28年12月 1,817 600
36 池田泉州銀行 大 阪 府 平成29年 5月 1,090 125 4 岐阜県信用保証協会 岐 阜 県 平成30年 7月 1,306 117
37 愛知銀行 愛 知 県 平成31年 3月 1,076 167 5 名古屋市信用保証協会 愛 知 県 平成30年 1月 971 114
38 清水銀行 静 岡 県 平成29年 4月 1,052 337 上記以外の信用保証協会 計 9,496 1,741
39 筑波銀行 茨 城 県 平成29年 3月 1,045 130
40 秋田銀行 秋 田 県 平成29年 5月 1,011 89 ■ 金融機関区分別集計
41 十八親和銀行 長 崎 県 平成29年 5月 1,002 92

金融機関区分 全金融
機関数

モニタリング情報サービス利用金融機関
42 百十四銀行 香 川 県 平成28年12月 994 115

金融機関数

利用申込件数
43 もみじ銀行 広 島 県 平成28年11月 989 110 決算書等

提供
サービス

月次試算表
提供

サービス
44 宮崎銀行 宮 崎 県 平成28年11月 971 99
45 東和銀行 群 馬 県 平成28年10月 959 146
46 岩手銀行 岩 手 県 平成30年 4月 943 127 1 都銀・政府系 10 10 65,274 6,086
47 肥後銀行 熊 本 県 平成29年 5月 901 73 2 地銀・第二地銀 100 99 102,679 14,137
48 山形銀行 山 形 県 平成29年 8月 889 186 3 信用金庫 254 245 66,200 10,006
49 長野銀行 長 野 県 平成30年12月 865 134 4 信用組合 130 64 7,451 1,268
50 紀陽銀行 和歌山県 令和元年 5月 861 89 5 信用保証協会 51 34 18,455 2,960

上記以外の地銀・第二地銀 計 26,219 3,940 6 その他 - 8 214 58
7 合計 545 460 260,273 34,515
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■ 都市銀行等
みずほ銀行
三菱UFJ銀行
りそな銀行
三井住友銀行
商工組合中央金庫
日本政策金融公庫（国民生活事業）
日本政策金融公庫（農林水産事業）
日本政策金融公庫（中小企業事業）
沖縄振興開発金融公庫

■ 北海道
北海道銀行
北洋銀行
北海道信用金庫
室蘭信用金庫
空知信用金庫
苫小牧信用金庫
北門信用金庫
伊達信用金庫
北空知信用金庫
日高信用金庫
渡島信用金庫
道南うみ街信用金庫
旭川信用金庫
稚内信用金庫
留萌信用金庫
北星信用金庫
帯広信用金庫
釧路信用金庫
大地みらい信用金庫
北見信用金庫
網走信用金庫
遠軽信用金庫
北央信用組合
札幌中央信用組合
空知商工信用組合
十勝信用組合
釧路信用組合
北海道信用保証協会
十勝清水町農業協同組合

■ 青森県
青森銀行
みちのく銀行
東奥信用金庫
青い森信用金庫
青森県信用保証協会

■ 岩手県
岩手銀行
東北銀行
北日本銀行
盛岡信用金庫
一関信用金庫
北上信用金庫
花巻信用金庫
水沢信用金庫
岩手県信用保証協会

■ 宮城県
七十七銀行
仙台銀行
杜の都信用金庫
宮城第一信用金庫
石巻信用金庫
仙南信用金庫
気仙沼信用金庫
石巻商工信用組合
古川信用組合
仙北信用組合

■ 秋田県
秋田銀行
北都銀行
秋田信用金庫
羽後信用金庫
秋田県信用組合
秋田県信用保証協会

■ 山形県
荘内銀行
山形銀行
きらやか銀行
山形信用金庫
米沢信用金庫
鶴岡信用金庫
新庄信用金庫
山形中央信用組合
山形第一信用組合

■ 福島県
東邦銀行

福島銀行
大東銀行
会津信用金庫
郡山信用金庫
白河信用金庫
須賀川信用金庫
ひまわり信用金庫
あぶくま信用金庫
二本松信用金庫
福島信用金庫
福島県商工信用組合
いわき信用組合
相双五城信用組合
会津商工信用組合

■ 茨城県
常陽銀行
筑波銀行
水戸信用金庫
結城信用金庫
茨城県信用組合

■ 栃木県
足利銀行
栃木銀行
足利小山信用金庫
栃木信用金庫
鹿沼相互信用金庫
佐野信用金庫
大田原信用金庫
烏山信用金庫
真岡信用組合
那須信用組合
栃木県信用保証協会

■ 群馬県
群馬銀行
東和銀行
高崎信用金庫
桐生信用金庫
アイオー信用金庫
利根郡信用金庫
館林信用金庫
北群馬信用金庫
しののめ信用金庫
あかぎ信用組合
群馬県信用組合
ぐんまみらい信用組合
群馬県信用保証協会

■ 埼玉県
埼玉りそな銀行
武蔵野銀行
埼玉縣信用金庫
川口信用金庫
青木信用金庫
飯能信用金庫

■ 千葉県
千葉銀行
千葉興業銀行
京葉銀行
千葉信用金庫
銚子信用金庫
東京ベイ信用金庫
館山信用金庫
佐原信用金庫
房総信用組合
銚子商工信用組合
君津信用組合

■ 東京都
きらぼし銀行
東日本銀行
朝日信用金庫
興産信用金庫
さわやか信用金庫
東京シティ信用金庫
芝信用金庫
東京東信用金庫
東榮信用金庫
亀有信用金庫
小松川信用金庫
足立成和信用金庫
東京三協信用金庫
西京信用金庫
西武信用金庫
城南信用金庫
昭和信用金庫
東京信用金庫
城北信用金庫
瀧野川信用金庫
巣鴨信用金庫

青梅信用金庫
多摩信用金庫
文化産業信用組合
青和信用組合
中ノ郷信用組合
大東京信用組合
第一勧業信用組合

■ 神奈川県
横浜銀行
神奈川銀行
横浜信用金庫
かながわ信用金庫
湘南信用金庫
川崎信用金庫
平塚信用金庫
さがみ信用金庫
中栄信用金庫
中南信用金庫
横浜市信用保証協会

■ 新潟県
第四北越銀行
大光銀行
新潟信用金庫
長岡信用金庫
三条信用金庫
新発田信用金庫
柏崎信用金庫
上越信用金庫
新井信用金庫
村上信用金庫
加茂信用金庫
新潟縣信用組合
はばたき信用組合
協栄信用組合
糸魚川信用組合
新潟県信用保証協会

■ 富山県
北陸銀行
富山銀行
富山第一銀行
富山信用金庫
高岡信用金庫
新湊信用金庫
にいかわ信用金庫
氷見伏木信用金庫
砺波信用金庫
石動信用金庫
富山県医師信用組合
富山県信用組合
富山県信用保証協会

■ 石川県
北國銀行
金沢信用金庫
のと共栄信用金庫
はくさん信用金庫
興能信用金庫
金沢中央信用組合
石川県医師信用組合
石川県信用保証協会

■ 福井県
福井銀行
福邦銀行
福井信用金庫
敦賀信用金庫
小浜信用金庫
越前信用金庫
福井県信用保証協会

■ 山梨県
山梨中央銀行
甲府信用金庫
山梨信用金庫
山梨県民信用組合
都留信用組合
山梨県信用農業協同組合連合会
山梨県信用保証協会

■ 長野県
八十二銀行
長野銀行
長野信用金庫
松本信用金庫
上田信用金庫
諏訪信用金庫
飯田信用金庫
アルプス中央信用金庫
長野県信用組合
長野県信用保証協会

長野県信用農業協同組合連合会

■ 岐阜県
大垣共立銀行
十六銀行
岐阜信用金庫
大垣西濃信用金庫
高山信用金庫
東濃信用金庫
関信用金庫
八幡信用金庫
岐阜商工信用組合
飛騨農業協同組合
飛騨信用組合
益田信用組合
めぐみの農業協同組合
岐阜県信用保証協会
岐阜市信用保証協会

■ 静岡県
静岡銀行
スルガ銀行
清水銀行
静岡中央銀行
しずおか焼津信用金庫
静清信用金庫
浜松磐田信用金庫
沼津信用金庫
三島信用金庫
富士宮信用金庫
島田掛川信用金庫
富士信用金庫
遠州信用金庫
静岡県医師信用組合
静岡県信用漁業協同組合連合会
静岡県信用農業協同組合連合会
静岡県信用保証協会

■ 愛知県
愛知銀行
名古屋銀行
中京銀行
愛知信用金庫
豊橋信用金庫
岡崎信用金庫
いちい信用金庫
瀬戸信用金庫
半田信用金庫
知多信用金庫
豊川信用金庫
豊田信用金庫
碧海信用金庫
西尾信用金庫
蒲郡信用金庫
尾西信用金庫
中日信用金庫
東春信用金庫
愛知県医師信用組合
豊橋商工信用組合
愛知県中央信用組合
愛知県信用保証協会
名古屋市信用保証協会

■ 三重県
三重銀行
百五銀行
第三銀行
北伊勢上野信用金庫
桑名三重信用金庫
紀北信用金庫
三重県信用保証協会

■ 滋賀県
滋賀銀行
滋賀中央信用金庫
長浜信用金庫
湖東信用金庫
滋賀県信用組合

■ 京都府
京都銀行
京都信用金庫
京都中央信用金庫
京都北都信用金庫
京都信用保証協会

■ 大阪府
関西みらい銀行
池田泉州銀行
大阪信用金庫
大阪シティ信用金庫
大阪商工信用金庫
永和信用金庫

北おおさか信用金庫
枚方信用金庫

■ 兵庫県
但馬銀行
みなと銀行
神戸信用金庫
姫路信用金庫
播州信用金庫
兵庫信用金庫
尼崎信用金庫
日新信用金庫
淡路信用金庫
但馬信用金庫
西兵庫信用金庫
中兵庫信用金庫
但陽信用金庫
兵庫県信用組合
淡陽信用組合
兵庫県信用農業協同組合連合会
兵庫県信用保証協会

■ 奈良県
南都銀行
奈良信用金庫
大和信用金庫
奈良中央信用金庫
奈良県信用保証協会

■ 和歌山県
紀陽銀行
新宮信用金庫
きのくに信用金庫

■ 鳥取県
鳥取銀行
鳥取信用金庫
米子信用金庫
倉吉信用金庫
鳥取県信用保証協会

■ 島根県
山陰合同銀行
島根銀行
しまね信用金庫
日本海信用金庫
島根中央信用金庫
島根益田信用組合
島根県信用保証協会

■ 岡山県
中国銀行
トマト銀行
おかやま信用金庫
水島信用金庫
津山信用金庫
玉島信用金庫
備北信用金庫
吉備信用金庫
備前日生信用金庫
笠岡信用組合

■ 広島県
広島銀行
もみじ銀行
広島信用金庫
呉信用金庫
しまなみ信用金庫
広島市信用組合
広島県信用組合
両備信用組合

■ 山口県
山口銀行
西京銀行
萩山口信用金庫
西中国信用金庫
東山口信用金庫
山口県信用組合
山口県信用保証協会

■ 徳島県
阿波銀行
徳島大正銀行
徳島信用金庫
阿南信用金庫

■ 香川県
百十四銀行
香川銀行
高松信用金庫
観音寺信用金庫
香川県信用組合

香川県信用保証協会

■ 愛媛県
伊予銀行
愛媛銀行
愛媛信用金庫
宇和島信用金庫
東予信用金庫
川之江信用金庫
愛媛県信用保証協会

■ 高知県
四国銀行
高知銀行
幡多信用金庫
高知県信用保証協会

■ 福岡県
福岡銀行
筑邦銀行
西日本シティ銀行
北九州銀行
福岡中央銀行
福岡信用金庫
福岡ひびき信用金庫
大牟田柳川信用金庫
筑後信用金庫
飯塚信用金庫
田川信用金庫
大川信用金庫

■ 佐賀県
佐賀銀行
佐賀共栄銀行
唐津信用金庫
佐賀信用金庫
伊万里信用金庫
九州ひぜん信用金庫
佐賀東信用組合
佐賀西信用組合
佐賀県信用保証協会

■ 長崎県
十八親和銀行
長崎銀行
たちばな信用金庫
長崎三菱信用組合
西海みずき信用組合
長崎県信用保証協会

■ 熊本県
肥後銀行
熊本銀行
熊本信用金庫
熊本第一信用金庫
熊本中央信用金庫
天草信用金庫
熊本県信用組合

■ 大分県
大分銀行
豊和銀行
大分信用金庫
大分みらい信用金庫
日田信用金庫
大分県信用組合
大分県信用保証協会

■ 宮崎県
宮崎銀行
宮崎太陽銀行
宮崎第一信用金庫
延岡信用金庫
高鍋信用金庫
宮崎県信用保証協会

■ 鹿児島県
鹿児島銀行
南日本銀行
鹿児島信用金庫
鹿児島相互信用金庫
鹿児島興業信用組合
鹿児島県信用保証協会

■ 沖縄県
琉球銀行
沖縄銀行
沖縄海邦銀行
コザ信用金庫
沖縄県信用保証協会

「ＴＫＣモニタリング情報サービス」
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